
担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・情報収集、生息域の
調査
・環境保全活動の推進

・情報収集、生息域の
調査
・環境保全活動の推進

・情報収集、生息域の
調査
・環境保全活動の推進

・情報収集、生息域の
調査
・環境保全活動の推進

年度実績

・関係機関から希少植
物の保全活動を推進す
るための情報収集や現
地調査を行った。

・関係機関から希少植
物の保全活動を推進す
るための情報収集や現
地調査を行った。

・関係機関から希少植
物の保全活動を推進す
るための情報収集を
行った。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・キタミソウなど、希少植
物の生息情報を収集し、生
息状況の現地確認を行い、
昨年度に引き続き自生して
いることを確認した。

・キタミソウなど、希少植
物の生息情報を収集し、生
息状況の現地確認を行い、
昨年度に引き続き自生して
いることを確認した。

・キタミソウなど、希少植
物の生息情報を収集した。

現状では生体数が少なく生息域の特定や生体確認など情報収集が困難な状況である。今後においては、関係機関と協力し課題解決に
向けた生態調査などに取り組み、希少生物の保全活動などが実施できる体制の整備を図っていく。

年度別計画

茨城県版レッドデータブック等を参考に絶滅が危惧される生物の情報を収集し、本市の湿地などに生息する「コイヌガラシ」や「コ
ツブヌマハリイ」、「キタミソウ」など希少な植物の生態を調査するとともに、保全活動を推進する。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 自然との調和

自然環境の保全を推進します。

絶滅が危惧される生物について生態調査等の情報収集を行い適切な保護を推進します。

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・緑地環境保全区域な
どの保全に努める。

・緑地環境保全区域な
どの保全に努める。

・緑地環境保全区域な
どの保全に努める。

・緑地環境保全区域な
どの保全に努める。

年度実績

・環境保全活動の推進
を行った。

・環境保全活動の推進
を行った。

・牛久沼一斉清掃・市
内一斉清掃を実施し、
環境保全活動の推進を
行った。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・牛久沼一斉清掃活動・
市内一斉清掃活動を通じ
て、環境保全活動の推進
が図れた。

・牛久沼一斉清掃活動・
市内一斉清掃活動を通じ
て、環境保全活動の推進
が図れた。

・市内の環境保全活動の
推進が図れた。

自然環境と貴重な動植物の生育環境を保全する。

市街化区域及びその周辺において都市化が進んでいるが、既存集落のある市街化調整区域やその周辺には、多くの自然が残ってい
る。
貴重な動植物が生育できる環境を保全できるように、緑地環境保全区域などの保全に努める。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 自然との調和

自然環境の保全を推進します。

貴重な動植物が生育できる環境の保全に努めます。

行動計画
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

駆除頭数50頭
（91頭）

駆除頭数50頭
（169頭）

駆除頭数50頭
（２６８頭）

駆除頭数50頭 駆除頭数50頭

・アライグマの駆除促
進

・アライグマの駆除促
進

・アライグマの駆除促
進

・アライグマの駆除促
進

年度実績

・広報紙や市ホームペー
ジにおいて捕獲用檻の貸
し出し周知を行った。
・アライグマ捕獲用の檻
の貸し出し（計１９台）
を行い駆除の促進を行っ
た。

・アライグマ捕獲用の
檻の貸し出し（計3０
台）を行い駆除の促進
を行った。

・アライグマ捕獲用の
檻の貸し出し（計35
台）を行い駆除の促進
を行った。

自己評価
１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

効果

・アライグマを捕獲し
個体数の増加抑制を
図った。

・アライグマを捕獲し
個体数の増加抑制を
図った。

・アライグマを捕獲し
個体数の増加抑制を
図った。

自然環境の保全を推進します。

外来種生物の実態と影響を調査し、種類、個体数の増加抑制を周知・啓発します。

茨城県で駆除対象に定めている特定外来生物のアライグマの駆除を促進する。

外来生物は、生態系や農林水産業に悪影響を及ぼす可能性があり個体数増加を抑制する対策が必要である。
特定外来生物であるアライグマの駆除を促進することにより、繁殖の抑制を図る。

年度別計画

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 自然との調和
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担当課 建設課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－４ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・工事において排出ガ
ス対策型の建設機械を
使用する

・ごみ焼却灰を溶融した
溶融スラグを骨材の一部
で使用しているアスファ
ルト混合物を工事で使用
する。

・ごみ焼却灰を溶融した
溶融スラグを骨材の一部
で使用しているアスファ
ルト混合物を工事で使用
する。

・ごみ焼却灰を溶融した
溶融スラグを骨材の一部
で使用しているアスファ
ルト混合物を工事で使用
する。

年度実績

・14件の工事で排出
ガス対策型の建設機械
を使用した。

・４件の工事で溶融スラグ
を骨材の一部で使用してい
るアスファルト混合物を工
事で使用した。

・3件の工事で溶融スラグを
骨材の一部で使用している
アスファルト混合物を工事
で使用した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・大気環境に与える負
荷の低減に寄与でき
た。

・ごみ焼却灰の低減に
寄与できた。

・ごみ焼却灰の低減に
寄与できた。

行動計画

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 自然との調和

自然環境の保全を推進します。

河川や道路等の整備において、自然環境や生態系に配慮して事業を推進します。

道路整備事業において、自然環境や生態系に配慮した事業を推進する。

道路整備事業を行う際には国が定める環境基準を遵守し、自然環境に配慮した施工を行う。
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－5 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

交流事業参加者数
300人

（457人）

交流事業参加者数
310人

（430人）

交流事業参加者数
320人

（638人）

NPO法人が松本邸を利
用し、都市農村交流事業
を実施していたが、令和
6年度末で終了した。

NPO法人が松本邸を利
用し、都市農村交流事業
を実施していたが、令和
6年度末で終了した。

・委託による都市農村交流事業の実
施
・新型コロナウイルス対策等を徹底
し、コロナ禍においても安心して参
加できるようにする。

・委託による都市農村
交流事業の実施

・NPO法人が実施する都
市農村交流事業の支援等

年度実績

・田んぼアートを含め
た都市農村交流事業を
実施した。（市内
NPO法人に委託）

・田んぼアートを含め
た都市農村交流事業を
実施した。（市内
NPO法人に委託）

・田んぼアートの田植え
や収穫、サツマイモほり
の収穫等の都市農村交流
事業を実施した。

自己評価
１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

効果

・県外の中学校による農
村体験なども受け入れて
おり参加者が増加してい
る。今後はより一層周知
を行い、他市町村からも
参加者が来るよう支援を
行う。

・県外の中学校による農
村体験なども受け入れて
おり参加者が増加してい
る。今後はより一層周知
を行い、他市町村からも
参加者が来るよう支援を
行う。

・県内外の中学校による
農村体験なども受け入れ
ており参加者が増加して
いる。

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 自然との調和

里山を保全し活用を推進します。

農業体験や里山の保全などの都市農村交流活動を行っているＮＰＯ法人の活動を支援します。
（都市農村交流活動支援事業）

NPO法人が実施する都市農村交流活動や、里山の再生と環境保全活動を支援する。

都市農村交流活動事業を実施しているＮＰＯ法人に対して、委託契約を結び事業支援をしている。
世相が参加者数に大きな影響を及ぼすものであり、状況によっては目標値に大きく及ばない可能性も危惧される。
今後も継続的に事業活動が行えるよう支援する。

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－6 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・利用方法の調査研究
及び周知

・利用方法の調査研究
及び周知

・利用方法の調査研究
及び周知

・利用方法の調査研究
及び周知

年度実績

・間伐材の有効利用に関
するパンフレットを窓口
で配布した。

・間伐材の有効利用に関
するパンフレットを窓口
で配布した。

・間伐材の有効利用に関
するパンフレットを窓口
で配布した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・間伐材利用促進に関す
る啓発を行い、市民への
意識向上を図ることがで
きた。

・間伐材利用促進に関す
る啓発を行い、市民への
意識向上を図ることがで
きた。

・間伐材利用促進に関す
る啓発を行い、市民への
意識向上を図ることがで
きた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 自然との調和

里山を保全し活用を推進します。

行動計画

間伐材のチップ化や堆肥作りの有効利用について調査研究し市民へ利用方法の紹介を行う。

個人でも気軽に利用できる方法について調査し、間伐材について身近に感じてもらえるよう情報を発信する。

間伐材の有効利用として、チップ化や落ち葉を利用した堆肥作り等を推進します。

年度別計画
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担当課 農業委員会事務局

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－7 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

耕作放棄地（遊休農地）
面積６８ha

（１１７ha）

耕作放棄地（遊休農地）
面積６０ha

（１１５ha）

耕作放棄地（遊休農地）
面積５２ha

（１１３ha）

耕作放棄地（遊休農地）
面積４４ha

耕作放棄地（遊休農地）
面積３６ha

・農地パトロール
・利用状況調査
・文書発送や電話による農地適
正管理指導
・農地の集積・集約化による発
生防止

・農地パトロール
・利用状況調査
・文書発送や電話による農地適
正管理指導
・農地の集積・集約化による発
生防止

・農地パトロール
・利用状況調査
・文書発送や電話による農地適
正管理指導
・農地の集積・集約化による発
生防止

・農地パトロール
・利用状況調査
・文書発送や電話による農地適
正管理指導
・農地の集積・集約化による発
生防止

年度実績

・6月と7月に旧小学校区10地区
に分けての利用状況調査と月4回
の農地パトロールを実施した。
・遊休農地の苦情に対して所有者
へ適正管理の指導通知を発送し
た。
・遊休農地の所有者と担い手への
マッチングを農業委員、推進委員
と連携して行った。

・6月と7月に旧小学校区10地区
に分けての利用状況調査と月5回
の農地パトロールを実施した。
・遊休農地の苦情に対して所有者
へ適正管理の指導通知を発送し
た。
・遊休農地の所有者と担い手への
マッチングを農業委員、推進委員
と連携して行った。

・6月と7月に旧小学校区10地区
に分けての利用状況調査と毎月10
地区の農地パトロールを実施し
た。
・遊休農地の苦情に対して所有者
へ適正管理の指導通知を発送し
た。
・遊休農地の所有者と担い手への
マッチングを農業委員、推進委員
と連携して行った。

自己評価
４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

効果

・令和４年度遊休農地面積は、
解消：約5ha、再発生：約
2ha、新規発生：約4ha、市
全体で遊休農地面積は前年度か
ら約1haの増加となった。

・令和５年度遊休農地面積は、
解消：約5ha、再発生：約
1ha、新規発生：約2ha、市
全体で遊休農地面積は前年度か
ら約2haの減少となった。

・令和6年度遊休農地面積は、
解消：約5ha
再発生：約1ha
新規発生：約2ha
市全体で遊休農地面積は前年度
から約2haの減少となった。

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 自然との調和

農地を保全し活用を推進します。

農地の利用状況を調査し、遊休農地の解消と新規発生の抑制を図ります。（遊休農地対策事
業）

農業委員と農地利用最適化推進委員の連携による農地の利用状況調査、農地パトロール及び農地適正管理指導の実施徹底により、遊
休農地の解消と新規発生の抑制を図る。

農業者の高齢化や後継者不足等により、毎年新たな遊休農地が発生しており、農地の利用状況調査の円滑な実施と遊休農地所有者へ
の適正管理指導が重要となっている。また、遊休農地を初期段階に発見し、未然に防止する対策が必要となっている。

年度別計画
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－８ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

活動組織数２２組織
（２２組織）

活動組織数２２組織
（２３組織）

活動組織数２３組織
（２３組織）

活動組織数２３組織 活動組織数２３組織

・広報紙等による制度
周知
・地域活動の支援

・広報紙等による制度
周知
・地域活動の支援

・広報紙等による制度
周知
・地域活動の支援

・広報紙等による制度
周知
・地域活動の支援

年度実績

・市報により制度周知を
継続実施。また、新規取
組希望地区に対し組織立
ち上げの支援をした。

・市報により制度周知を
継続実施。また、新規取
組希望地区に対し組織立
ち上げの支援をした。

・市報により制度周知を
継続実施。また、新たに
新規取組希望地区に対し
組織立ち上げの支援をし
た。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・新規取組希望地区に対し組織
立ち上げに向けた支援を行っ
た。また、既活動組織に対し活
動に対する指導・助言を行い適
切な活動の実施を促すことがで
きた。

・新規取組希望地区に対し組織
立ち上げに向けた支援を行っ
た。また、既活動組織に対し活
動に対する指導・助言を行い適
切な活動の実施を促すことがで
きた。

・新規取組希望地区に対し組織
立ち上げに向けた支援を行っ
た。また、既活動組織に対し活
動に対する指導・助言を行い適
切な活動の実施を促すことがで
きた。

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活動を支援します。（多
面的機能支払交付金事業）

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、地域の共同活動に係る支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推進す
る。

近年の農村地域の過疎化、高齢化等の進行に伴う集落機能の低下が懸念されている。
そのため、事業の制度を周知し実施組織を増やすことで各地域における共同活動を支援していく。

年度別計画

行動計画

自然との共生 自然との調和

農地を保全し活用を推進します。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－９ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・補助制度、就農支援制
度の情報提供
・営農計画の作成支援
・農地中間管理事業の周
知

・補助制度、就農支援制
度の情報提供
・営農計画の作成支援
・農地中間管理事業の周
知

・補助制度、就農支援制
度の情報提供
・営農計画の作成支援
・農地中間管理事業の周
知

・補助制度、就農支援制
度の情報提供
・営農計画の作成支援
・農地中間管理事業の周
知

年度実績

・座談会や研修会で情
報提供、助言や農地中
間管理機構の周知を
行った。

・窓口来庁時の適宜適切な
相談対応のほか、座談会や
研修会で情報提供、助言や
農地中間管理機構の周知を
行った。

・相談者が窓口来庁時に、その
個別の案件に沿った適宜適切な
相談対応を行った。そのほか、
就農に係る情報の提供、助言や
農地中間管理機構の周知を行っ
た。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・情報提供や周知を行
うことで、農業経営の
支援を行うことができ
た。

・情報提供や周知を行うこ
とで、農業経営の支援を行
うことができた。
・営農計画の作成支援など
もあり、新規の認定農業者
の増加にも繋がった。

・情報提供や周知を行うこと
で、農業経営の支援を行うこと
ができた。
・農地の貸借に係る支援を行う
ことで、新規就農希望者の農地
の確保につなげた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 自然との調和

農地を保全し活用を推進します。

新規の営農希望者や農業後継者の確保と育成を図ります。

新規の営農希望者や農業後継者に対し、積極的に営農に関する情報提供を行うとともに、営農計画等の助言や国等の補助金の活用を
推進することで、安定的な農業収入が見込めるよう支援する。

新規の営農者や後継者については、就農初期に必要となる営農計画の作成や補助事業などの経営開始にあたっての支援制度や、農地
の確保などについて、相談・助言する体制を整備し、経営の安定化を図ることができるよう支援をしている。増加傾向にある離農者
からの農地の集積・集約等もふまえ、経営の安定化を図るための支援体制を整備する。

年度別計画

行動計画
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－１０ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・補助事業の情報提供 ・補助事業の情報提供 ・多面的機能支払交付
金事業を周知し、地域
で耕作放棄地発生を防
ぐ体制を構築する

・多面的機能支払交付
金事業を周知し、地域
で耕作放棄地発生を防
ぐ体制を構築する

年度実績

広報紙や担当課窓口等
において事業周知を
行った。

担当課窓口等において事
業周知を行った。

・市報により制度周知
を実施。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

４　計画には及ばな
かった

２　計画どおり達成で
きた

効果

・１件の事業活用があ
り、耕作放棄地の解消
に繋がった。

・「耕作放棄地再生事業補
助金」事業の活用要望はな
かった。
多面的機能支払交付金事業
により地域で耕作放棄地を
防ぐ取組がなされている。

・多面的機能支払交付
金事業により地域で耕
作放棄地を防ぐ取組が
なされている。

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 自然との調和

農地を保全し活用を推進します。

耕作放棄地の解消を図る仕組みを検討します。

耕作放棄地を解消するため、「耕作放棄地再生事業補助金」事業を推進する。

耕作放棄地解消の活用可能な補助事業の情報提供を行い、活用を促していく。

年度別計画
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－１１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

利用者数13３人
（108人）

利用者数13４人
（103人）

利用者数13４人
（１１１人）

利用者数13４人
（１０６人）

利用者数13４人
（１０６人）

・市民農園の維持管理 ・市民農園の維持管理 ・市民農園の維持管理 ・市民農園の維持管理

年度実績

・年間を通して利用申請
の受付を行い、適宜市報
等により周知を行った。
また、区画に空きがない
場合はキャンセル待ちと
して、空きが出次第希望
者に連絡を行った。

・年間を通して利用申請
の受付を行い、適宜市報
等により周知を行った。
また、区画に空きがない
場合はキャンセル待ちと
して、空きが出次第希望
者に連絡を行った。

・年間を通して利用申請
の受付を行い、適宜市HP
等により周知を行った。
また、区画に空きがない
場合はキャンセル待ちと
して、空きが出次第希望
者に連絡を行った。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・２区画利用している方
もいるため利用者数は区
画数より少ないものの、
年間を通して全区画利用
されていた。

・２区画利用している方
もいるため利用者数は区
画数より少ないものの、
年間を通して全区画利用
されていた。

・２区画利用している方
もいるため利用者数は区
画数より少ないものの、
年間を通して全区画利用
し、適切な管理につな
がった。

市民に農業が親しめるよう、遊休農地を活用した市民農園等の利用を推進します。（市民農園
管理事業）

市民農園の提供を行い、市民が野菜や花等の栽培を通して自然と触れ合うことで、農業に対する理解を深める。

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 自然との調和

農地を保全し活用を推進します。

空き区画ついては、市が除草等を実施し、適切な維持管理を行っている。
駐車場については、経年による劣化が想定されるため、適宜、点検等を行い、必要に応じて適切な処置を行う。

年度別計画
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－１２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・学校給食の利用促進
・地元農産物の販売促
進

・学校給食の利用促進
・地元農産物の販売促
進

・学校給食の利用促進
・地元農産物の販売促
進

・学校給食の利用促進
・地元農産物の販売促
進

年度実績

・あさのいち実行委員会が主催
する朝市「あさのいち」の実施
を支援した。
また、市内直売所の情報を収集
し、直売所マップを作製した。

・あさのいち実行委員会が主催する朝市
「あさのいち」の実施を支援した。ま
た、市内直売所の情報を収集した直売所
マップを活用して地元農産物をPRした。

・あさのいち実行委員会が主催する朝市
「あさのいち」の実施を支援した。また、
市内直売所の情報を収集した直売所マップ
を活用して地元農産物をPRした。
・みらい平に加え、絹の台におけるあさの
いちを開催した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・みらい平に加え、絹
の台におけるあさのい
ちを開催した。また、
市HPを活用してネッ
ト上で閲覧できる直売
所マップを作成するこ
とで市内農産物の販売
促進に繋がった。

・みらい平に加え、絹
の台におけるあさのい
ちを開催した。また、
市HPを活用してネッ
ト上で閲覧できる直売
所マップを活用して市
内産農産物の販売促進
につなげた。

・市ホームページを活
用してネット上で閲覧
できる直売所マップを
活用して市内産農産物
の販売促進につなげ
た。

年度別計画

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 自然との調和

農地を保全し活用を推進します。

生産者、消費者、事業者に地産地消を市の市ホームページや広報紙でPRします。

地元の農産物を地元で消費する活動を把握しＰＲする。
具体的には、学校給食での地元野菜の使用推奨や茨城をたべよう運動の推進、地元農産物の地元購入促進を図る。

学校給食での利用を推進しているが、今後学校給食で使用できるメニューを増やしていく必要がある。また、毎月第一土曜日に実施
しているつくばみらい４Hクラブが主催するあさのいちについては、新規の集客拡大を目指していく。
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－１－１３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・広報紙や特別栽培に
取り組む農業者等に対
しての事業周知

・広報紙や特別栽培に
取り組む農業者等に対
しての事業周知

・広報紙や特別栽培に
取り組む農業者等に対
しての事業周知

・広報紙や特別栽培に取り組む
農業者等に対しての事業周知
・農業者等にみどり認定の取
得、申請を周知し、積極的に促
進する。

年度実績

・特栽等に取り組む農
業者の把握や実施団体
の活動支援を行った。

・特栽等に取り組む農
業者の把握や実施団体
の活動支援を行った。
団体の構成員が増える
など、取組者の拡大に
つながった。

・特別栽培に取り組む
農業者の把握や実施団
体の活動支援を行っ
た。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・活動内容における指
導・助言を行い、適正
な活動を促すことがで
きた。

・活動内容における指
導・助言を行い、適正
な活動を促すことがで
きた。

・活動内容における指
導・助言を行い、適正
な活動を促すことがで
きた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 自然との調和

農地を保全し活用を推進します。

化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を支援
する。

現状は、市内で２団体が環境保全型農業に取り組んでいるが、認証や補助の要件等のハードルが高く、対象となる営農者が少ないた
め、支援対象となる新規の団体が少ない。

行動計画

年度別計画

エコファーマー認証や、環境保全型農業を推進します。
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担当課 都市計画課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－２－１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

都市公園整備面積20.2ha
（20.4ha）

都市公園整備面積20.4ha
（20.4ha）

都市公園整備面積20.4ha
（20.4ha）

都市公園整備面積20.4ha 都市公園整備面積20.4ha

・都市公園の維持管理
・（仮称）伊奈東街区公
園整備（約0.2ha）

・都市公園の維持管理 ・都市公園の維持管理 ・都市公園の維持管理

年度実績

・地域住民要望や自治会
等の意見をヒアリングす
ると共に、現地の状況に
応じて、適正な時期に除
草や剪定を実施した。
・いなひがし公園の整備
を行った。（約0.2ha）

・計画的に除草や剪定を
実施するとともに、応急
の際は、直営作業におい
て対応した。

・計画的に除草や剪定を
実施するとともに、応急
の際は、直営作業におい
て対応した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・都市公園の利用者に
安らぎや憩いの場とし
て快適な空間の提供を
行った。

・都市公園の利用者に
安らぎや憩いの場とし
て快適な空間の提供を
行った。

・都市公園の利用者に
安らぎや憩いの場とし
て快適な空間の提供を
行った。

緑の創出や緑化を推進します。

くつろぎや憩いの場、環境の保全や景観の向上など緑豊かな自然とふれあえる生活空間を形成
する都市公園の整備を促進します。（都市公園整備及び管理事業）

市民が緑とふれあい、くつろぎや憩いの場となる都市公園を維持管理するとともに、整備を促進する。

自然との共生 緑化の推進

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

現在、市内の20箇所において約20haの都市公園が整備されている。
公園施設や遊具の老朽化に加え、定期的な除草作業や樹木選定等に係る維持管理経費の増加が課題となっている。

年度別計画

行動計画
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担当課 都市計画課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－２－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・遊具の点検・修理
・除草等の維持管理

・遊具の点検・修理
・除草等の維持管理

・遊具の点検・修理
・除草等の維持管理

・遊具の点検・修理
・除草等の維持管理

年度実績

・委託業務の他、直営
でも遊具点検や除草作
業を実施し、公園の維
持管理を行った。

・委託業務の他、直営
でも遊具点検や除草作
業を実施し、公園の維
持管理を行った。

・委託業務の他、直営
でも遊具点検や除草作
業を実施し、公園の維
持管理を行った。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・適切な維持管理を行
い、安心して利用でき
る環境を整備した。

・適切な維持管理を行
い、安心して利用でき
る環境を整備した。

・適切な維持管理を行
い、安心して利用でき
る環境を整備した。

自然との共生 緑化の推進

緑の創出や緑化を推進します。

農村公園の適切な維持管理に努めます。

農業集落の憩いの場を提供する農村公園の適切な維持管理に努める。

農村公園は、幅広い世代のコミュニケーションの場として重要な役割を担っている。
農村公園の管理については、5ヶ所が地元管理で、1ヶ所が市管理となっている。
年間を通じた除草作業や遊具点検など、維持管理経費が課題となっている。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

行動計画
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担当課 教育指導課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－２－３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・学校林の維持管理
・小張小学校において
「学校緑化モデル事業」
の実施を計画

・学校林の維持管理 ・学校林の維持管理 ・学校林の維持管理

年度実績

・倒木の危険性のある樹木
の伐採などを行い、学校林
の維持管理に努めた。

・倒木の危険性のある樹木
の伐採などを行い、学校林
の維持管理に努めた。

・必要に応じて倒木の危険
性のある樹木の伐採などを
行い、学校林の維持管理に
努めた。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・樹木の病気を早期発見
し、倒木の危険性を未然に
防ぐことで学校林を守るこ
とができた。

・樹木の病気を早期発見
し、倒木の危険性を未然に
防ぐことで学校林を守るこ
とができた。

・樹木の病気を早期発見
し、倒木の危険性を未然に
防ぐことで学校林を守るこ
とができた。

学校林や身近な森林において、児童・生徒や地域の森林ボランティア団体等が一体となって森林活動などに取組む「森林環境教育促
進事業」や、学校敷地での緑化活動を行う「学校環境緑化モデル事業」を実施します。

現在、学校には学校林など植栽さているが、年々枯れ始めてしまい倒木の危険性から伐採されている学校林が多数ある。
また、身近な森林においても、開発などによって森林が伐採され減少しているのが現状である。
今後においては、それらの課題解決に向けた調査・協議に取り組み、緑化活動を推進します。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 緑化の推進

緑の創出や緑化を推進します。

子供たちが緑と親しみ、愛し、守り育てる活動を推進します。

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－２－４ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・利用方法の調査研究
及び周知

・利用方法の調査研究
及び周知

・利用方法の調査研究
及び周知

・利用方法の調査研究
及び周知

年度実績

・間伐材の有効利用に
関するパンフレットを
窓口で配布した。

・間伐材の有効利用に
関するパンフレットを
窓口で配布した。

・間伐材の有効利用に
関するパンフレットを
窓口で配布した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・間伐材利用促進に関
する啓発を行い、市民
への意識向上を図るこ
とができた。

・間伐材利用促進に関
する啓発を行い、市民
への意識向上を図るこ
とができた。

・間伐材利用促進に関
する啓発を行い、市民
への意識向上を図るこ
とができた。

個人でも気軽に利用できる方法について調査し、間伐材について身近に感じてもらえるよう情報を発信する。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 緑化の推進

間伐材の有効利用を推進します。

間伐材の有効利用を推進します。

年度別計画

行動計画

自然環境の保全を推進します。

17/97



担当課 農業委員会事務局

基本目標 目標

分類

施策番号 １－２－５ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

耕作放棄地（遊休農地）
面積６８ha（１１７ha）

耕作放棄地（遊休農地）
面積６０ha（１１５ha）

耕作放棄地（遊休農地）
面積５２ha

耕作放棄地（遊休農地）
面積４４ha

耕作放棄地（遊休農地）
面積３６ha

・農地パトロール
・利用状況調査
・文書発送や電話による農地適正管理指
導
・農地の集積・集約化による発生防止

・農地パトロール
・利用状況調査
・文書発送や電話による農地適正管理指
導
・農地の集積・集約化による発生防止

・農地パトロール
・利用状況調査
・文書発送や電話による農地適正管理指導
・農地の集積・集約化による発生防止

・農地パトロール
・利用状況調査
・文書発送や電話による農地適正管理指
導
・農地の集積・集約化による発生防止

年度実績

・6月と7月に旧小学校区10地区
に分けての利用状況調査と月4回
の農地パトロールを実施した。
・遊休農地の苦情に対して所有者
へ適正管理の指導通知を発送し
た。
・遊休農地の所有者と担い手への
マッチングを農業委員、推進委員
と連携して行った。

・6月と7月に旧小学校区10地区
に分けての利用状況調査と月5回
の農地パトロールを実施した。
・遊休農地の苦情に対して所有者
へ適正管理の指導通知を発送し
た。
・遊休農地の所有者と担い手への
マッチングを農業委員、推進委員
と連携して行った。

・6月と7月に旧小学校区10地区
に分けての利用状況調査と毎月10
地区の農地パトロールを実施し
た。
・遊休農地の苦情に対して所有者
へ適正管理の指導通知を発送し
た。
・遊休農地の所有者と担い手への
マッチングを農業委員、推進委員
と連携して行った。

自己評価
４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

効果

・令和４年度遊休農地面積は、
解消：約5ha、再発生：約
2ha、新規発生：約4ha、市
全体で遊休農地面積は前年度か
ら約1haの増加となった。

・令和５年度遊休農地面積は、
解消：約5ha、再発生：約
1ha、新規発生：約2ha、市
全体で遊休農地面積は前年度か
ら約2haの減少となった。

・令和6年度遊休農地面積は、
解消：約5ha、
再発生：約1ha、
新規発生：約2ha、
市全体で遊休農地面積は前年度
から約2haの減少となった。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 緑化の推進

農地の保全を推進します。

農地の利用状況を調査し、遊休農地の解消と新規発生の抑制を図ります。（遊休農地対策事
業）

農業委員と農地利用最適化推進委員の連携による農地の利用状況調査、農地パトロール及び農地適正管理指導の実施徹底により、遊
休農地の解消と新規発生の抑制を図る。

農業者の高齢化や後継者不足等により、毎年新たな遊休農地が発生しており、農地の利用状況調査の円滑な実施と遊休農地所有者へ
の適正管理指導が重要となっている。また、遊休農地を初期段階に発見し、未然に防止する対策が必要となっている。

年度別計画

行動計画
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－２－６ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・補助制度、就農支援制
度の情報提供
・営農計画の作成支援
・農地中間管理事業の周
知

・補助制度、就農支援制
度の情報提供
・営農計画の作成支援
・農地中間管理事業の周
知

・補助制度、就農支援制
度の情報提供
・営農計画の作成支援
・農地中間管理事業の周
知

・補助制度、就農支援制
度の情報提供
・営農計画の作成支援
・農地中間管理事業の周
知

年度実績

・座談会や研修会で情
報提供、助言や農地中
間管理機構の周知を
行った。

・窓口来庁時の適宜適切な
相談対応のほか、座談会や
研修会で情報提供、助言や
農地中間管理機構の周知を
行った。

・相談者が窓口来庁時に、その
個別の案件に沿った適宜適切な
相談対応を行った。そのほか、
就農に係る情報の提供、助言や
農地中間管理機構の周知を行っ
た。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・情報提供や周知を行
うことで、農業経営の
支援を行うことができ
た。

・情報提供や周知を行うこ
とで、農業経営の支援を行
うことができた。
営農計画の作成支援なども
あり、新規の認定農業者の
増加にも繋がった。

・情報提供や周知を行うこと
で、農業経営の支援につながっ
た。
・農地の貸借に係る支援を行う
ことで、新規就農希望者の農地
の確保につなげた。

新規の営農希望者や農業後継者に対し、積極的に営農に関する情報提供を行うとともに、営農計画等の助言や国等の補助金の活用を
推進することで、安定的な農業収入が見込めるよう支援する。

緑化の推進

農地の保全を推進します。

新規の営農希望者や農業後継者の確保と育成に協力します。

自然との共生

新規の営農者や後継者については、就農初期に必要となる営農計画の作成や補助事業などの経営開始にあたっての支援制度や、農地
の確保などについて、相談・助言する体制を整備し、経営の安定化を図ることができるよう支援をしている。増加傾向にある離農者
からの農地の集積・集約等もふまえ、経営の安定化を図るための支援体制を整備する。

年度別計画

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－２－７ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・補助事業の情報提供 ・補助事業の情報提供 ・多面的機能支払交付
金事業を周知し、地域
で耕作放棄地発生を防
ぐ体制を構築する

・多面的機能支払交付
金事業を周知し、地域
で耕作放棄地発生を防
ぐ体制を構築する

年度実績

・広報紙や担当課窓口
等において事業周知を
行った。

・担当課窓口等におい
て事業周知を行った。

・市報により制度周知
を実施。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

４　計画には及ばな
かった

２　計画どおり達成で
きた

効果

・１件の事業活用があ
り、耕作放棄地の解消
に繋がった。

・「耕作放棄地再生事業補
助金」事業の活用要望はな
かった。
多面的機能支払交付金事業
により地域で耕作放棄地を
防ぐ取組がなされている。

・多面的機能支払交付
金事業により地域で耕
作放棄地を防ぐ取組が
なされている。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 緑化の推進

農地の保全を推進します。

耕作放棄地の解消を図る仕組みを検討します。

耕作放棄地を解消するため、「耕作放棄地再生事業補助金」事業を推進する。

耕作放棄地解消の活用可能な補助事業の情報提供を行い、活用を促していく。

行動計画
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－２－８ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

利用者数133人
（108人）

利用者数13４人
（103人）

利用者数13４人
（１１１人）

利用者数13４人
（１０６人）

利用者数13４人
（１０６人）

・市民農園の維持管理 ・市民農園の維持管理 ・市民農園の維持管理 ・市民農園の維持管理

年度実績

・年間を通して利用申請
の受付を行い、適宜市報
等により周知を行った。
また、区画に空きがない
場合はキャンセル待ちと
して、空きが出次第希望
者に連絡を行った。

・年間を通して利用申請の
受付を行い、適宜市報等に
より周知を行った。
また、区画に空きがない場
合はキャンセル待ちとし
て、空きが出次第希望者に
連絡を行った。

・年間を通して利用申請の
受付を行い、適宜市HP等に
より周知を行った。
また、区画に空きがない場
合はキャンセル待ちとし
て、空きが出次第希望者に
連絡を行った。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・２区画利用している
方もいるため利用者数
は区画数より少ないも
のの、年間を通して全
区画利用されていた。

・２区画利用している
方もいるため利用者数
は区画数より少ないも
のの、年間を通して全
区画利用されていた。

・２区画利用している方
もいるため利用者数は区
画数より少ないものの、
年間を通して全区画利用
されていた。

自然との共生 緑化の推進

農地の保全を推進します。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

行動計画

市民に農業が親しめるよう、遊休農地を活用した市民農園等の利用を推進します。（市民農園
管理事業）

市民農園の提供を行い、市民が野菜や花等の栽培を通して自然と触れ合うことで、農業に対する理解を深める。

空き区画ついては、市が除草等を実施し、適切な維持管理を行っている。
駐車場については、経年による劣化が想定されるため、適宜、点検等を行い、必要に応じて適切な処置を行う。

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－３－１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・生態系に配慮した水
辺の調査研究

・生態系に配慮した水
辺の調査研究

・生態系に配慮した水
辺の調査研究

・生態系に配慮した水
辺の調査研究

年度実績
・新たな水辺整備事業
はなかった。

・新たな水辺整備事業
はなかった。

・新たな水辺整備事業
はなかった。

自己評価
４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

効果

・該当事業がなかっ
た。

・該当事業がなかっ
た。

・該当事業がなかっ
た。

水辺環境の保全自然との共生

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

水辺の整備において、生態系に配慮して事業を推進します。

水辺整備事業を新規に行う場合は、生態系に配慮した事業を行えるよう調査研究を行う。

現在、新たな水辺整備事業は行ってはいない。
新たな水辺整備事業を行う場合には、事業担当課と調整し、生態系に配慮した事業を行えるよう、事前に調査研究を行う。

行動計画

年度別計画

水辺環境の保全
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－３－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・適正な維持管理
・地域住民と連携

・適正な維持管理
・地域住民と連携

・適正な維持管理
・地域住民と連携

・適正な維持管理
・地域住民と連携

年度実績

・除草等、地域が主体となった
活動への報酬等の支払いが可能
な、多面的機能支払交付金事業
を活用するため、支出等補助金
の適切な運用に対し助言・指導
を行った。

・除草等、地域が主体となった
活動への報酬等の支払いが可能
な、多面的機能支払交付金事業
を活用するため、支出等補助金
の適切な運用に対し助言・指導
を行った。

・除草等、地域が主体となった
活動への報酬等の支払いが可能
な、多面的機能支払交付金事業
を活用するため、支出等補助金
の適切な運用に対し助言・指導
を行い、23組織・996.67ヘク
タールに活用した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・多面的機能支払交付金
事業を、22組織・
967.52ヘクタールに活
用し、地域が主体となっ
たため池の保全管理が実
施できた。

・多面的機能支払交付金
事業を、23組織・
999.22ヘクタールに活
用し、地域が主体となっ
たため池の保全管理が実
施できた。

地域が主体となったため
池の保全管理が実施でき
た。

年度別計画

自然との共生

地域住民と連携し、ため池を維持管理する。

自然環境を保全するためには、地域住民と連携し適正な維持管理を継続して行うことが必要。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

水辺環境の保全

水辺環境の保全を推進します。

ため池の適正な維持管理を行います。

行動計画
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担当課 都市計画課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－３－３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・適切な維持管理 ・適切な維持管理 ・適切な維持管理 ・適切な維持管理

年度実績

・現地の状況を確認しな
がら委託業者と調整をと
り適正な時期に除草や劣
化施設の点検・補修を実
施した。

・現地の状況を確認しな
がら委託業者と調整をと
り適正な時期に除草や劣
化施設の点検・補修を実
施した。

・現地の状況を確認しな
がら委託業者と調整をと
り適正な時期に除草や劣
化施設の点検・補修を実
施した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・施設利用者に安全で快
適な空間の提供を行っ
た。

・施設利用者に安全で快
適な空間の提供を行っ
た。

・施設利用者に安全で快
適な空間の提供を行っ
た。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 水辺環境の保全

水辺環境の保全を推進します。

福岡堰さくら公園等の身近な親水空間の適切な保全、整備・管理をします。

福岡堰さくら公園や隣接する親水施設（水辺プラザ）の適切な維持管理を行なう。

年間を通した除草委託などを行い、施設の適切な維持管理を行っている。
今後、施設の老朽化に伴う補修や改修が課題であり、施設の点検等をしながら適切に維持管理を行っていく必要がある。

年度別計画

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－３－４ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

水質環境基準達成率
100%

（80％）

水質環境基準達成率
100%

（70%）

水質環境基準達成率
100%
(70%)

水質環境基準達成率100% 水質環境基準達成率100%

・水質調査の実施
・結果の公表
・河川等の水質保全に関す
る啓発。

・水質調査の実施
・結果の公表
・河川等の水質保全に関す
る啓発。

・水質調査の実施
・結果の公表
・河川等の水質保全に関す
る啓発。

・水質調査の実施
・結果の公表
・河川等の水質保全に関す
る啓発。

年度実績

・市内4カ所で合計
10回水質検査を実施
し、結果を市ホーム
ページで公表した。

・市内4カ所で合計
10回水質検査を実施
し、結果を市ホーム
ページで公表した。

・市内4カ所で合計10回水質検査を
実施し、調査地点に類似する環境基
準と比較し、３回基準を超える数値
が検出された。
・結果を市ホームページで公表し
た。

自己評価
４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

効果

・調査地点に類似する環
境基準と比較し、2回基
準を超える数値が検出さ
れた。
・検査結果の公表によ
り、市民の関心を高め
た。

・調査地点に類似する環
境基準と比較し、３回基
準を超える数値が検出さ
れた。
・検査結果の公表によ
り、市民の関心を高め
た。

・検査結果の公表によ
り、市民の関心を高め
た。

水辺環境の保全を推進します。

定期的に河川やため池の水質調査を実施し、結果を公表します。（水質調査事業）

河川等の水を採取し水質検査を実施し、結果を公表する。また河川等の水質保全に関する啓発を行う。

水質検査は毎年度実施しており、検査結果の公表を行っている。
今後も市ホームページで結果を公表するとともに、市民へ啓発を行い意識を高める。

年度別計画

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 水辺環境の保全
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担当課 上下水道課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－３－５ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

汚水処理人口普及率
91.0％（91.9％）

汚水処理人口普及率
91.5％（92.9％）

汚水処理人口普及率
91.7％（93.3％）

汚水処理人口普及率
91.9％

汚水処理人口普及率
92.1％

・未整備地区の管渠整
備
・合併処理浄化槽の設
置推進

・未整備地区の管渠整
備
・合併処理浄化槽の設
置推進

・未整備地区の管渠整
備
・合併処理浄化槽の設
置推進

・未整備地区の管渠整
備
・合併処理浄化槽の設
置推進

年度実績

・農村集落における公
共下水道の整備、合併
処理浄化槽の設置を推
進した。

・農村集落における公
共下水道の整備、合併
処理浄化槽の設置を推
進した。

・農村集落における公共下水道
の整備、合併処理浄化槽の設置
を推進した。
・公共下水道については、
71.88haを新たに整備し、合併
処理浄化槽については、18基を
新たに設置した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・計画に沿って公共下水道整
備、合併処理浄化槽設置の促進
を行った結果、公共下水道につ
いては、3.17haを新たに整備
し、合併処理浄化槽について
は、22基を新たに設置したこ
とにより、生活排水処理率が向
上した。

・計画に沿って公共下水道整
備、合併処理浄化槽設置の促進
を行った結果、公共下水道につ
いては、4.32haを新たに整備
し、合併処理浄化槽について
は、３４基を新たに設置したこ
とにより、汚水処理人口普及率
が向上した。

・汚水処理人口普及率向上し、
水質保全や生活環境の改善につ
ながった。

ベストプランに沿った市街化区域の整備は完了している。
今後は農村集落の整備となるが住宅密集地でないため、整備費に対して整備率が伸びにくいが生活排水処理率を向上させるため公共
下水道の整備及び合併処理浄化槽の設置を推進する。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 水辺環境の保全

生活排水処理施設の整備を推進します。

河川の水質汚濁の主たる原因である生活排水の処理施設整備を推進します。

周辺公共水域の水質汚濁防止を目的とした生活排水処理施設の整備を推進する。

行動計画
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担当課 上下水道課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－３－６ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

接続率
　－

（94.6％）

接続率
―

（95.2％）

接続率
―

（95.8％）

接続率
―

（　％）

接続率
―

（　％）

・供用開始時に説明及
び供用開始3年経過を
迎える未接続宅に戸別
訪問による接続の推進

・供用開始時に説明及
び供用開始3年経過を
迎える未接続宅に戸別
訪問による接続の推進

・供用開始時に説明及
び供用開始3年経過を
迎える未接続宅に戸別
訪問による接続の推進

・供用開始時に説明及
び供用開始3年経過を
迎える未接続宅に戸別
訪問による接続の推進

年度実績

・公共下水道区域におい
て供用開始時に16件へ
の説明を行った。
・公共下水道区域におい
て供用開始時から3年以
内に接続していない戸数
32件及び農業集落排水
区域の未 接続戸数211
件に早期接続依頼に 関
する通知を送付した。

・公共下水道区域において
供用開始時に22件への説
明を行った。
・公共下水道区域において
供用開始時から3年以内に
接続していない戸数5件及
び農業集落排水区域の未 接
続戸数200件に早期接続依
頼に 関する通知を送付し
た。

・公共下水道区域において
供用開始時に18件への説明
を行った。
・公共下水道区域において
供用開始時から3年以内に接
続していない方及び農業集
落排水区域の未接続に早期
接続を推進した。
早期接続を推進した区域内
で18件が新たに下水道へ接
続した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・早期接続依頼に関す
る通知を送付した件数
のうち、12件が新た
に下水道へ接続した。

・早期接続依頼に関す
る通知を送付した件数
のうち、13件が新た
に下水道へ接続した。

下水道へ接続したこと
で、生活排水が適切に
処理され、水質保全や
衛生環境の向上につな
がる。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 水辺環境の保全

生活排水処理施設の整備を推進します。

生活排水処理施設の処理区域内の接続を推進します。

生活排水処理区域内の接続を推進する。

生活排水処理区域内であっても未接続の家があり接続の依頼を行っているが処理施設への接続には、排水設備改造費や受益者負担
金・加入分担金等の自己負担が発生するため、各家庭に設置された汚水処理設備が故障するまで接続しないという状況を招いてい
る。
今後も戸別訪問などにより接続を推進していく。

行動計画
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担当課 上下水道課

基本目標 目標

分類

施策番号 １－３－７ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・広報紙により生活排水
処理区域及び計画区域外
の合併処理浄化槽設置に
対する補助制度の周知

・広報紙により生活排水
処理区域及び計画区域外
の合併処理浄化槽設置に
対する補助制度の周知

・広報紙により生活排水
処理区域及び計画区域外
の合併処理浄化槽設置に
対する補助制度の周知

・広報紙により生活排水
処理区域及び計画区域外
の合併処理浄化槽設置に
対する補助制度の周知

年度実績

・合併処理浄化槽の設
置を推進するため、補
助制度を広報紙により
周知した。

・合併処理浄化槽の設
置を推進するため、補
助制度を広報紙により
周知した。

・合併処理浄化槽の設置を推進
するため、補助制度をHPにより
周知した。
・申請のあった９件に補助を行
い、新たに合併処理浄化槽の設
置を行った。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・申請のあった９件に
補助を行い、新たに合
併処理浄化槽の設置を
行った。

・申請のあった９件に
補助を行い、新たに合
併処理浄化槽の設置を
行った。

・水質保全と衛生環境
の向上が図られます。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

自然との共生 水辺環境の保全

生活排水処理施設の整備を推進します。

生活排水処理施設の処理区域外での合併処理浄化槽の設置を推進します。

周辺公共水域の水質汚濁防止を目的とした生活排水処理区域外の合併処理浄化槽設置を推進する。

年度別計画

現有の設備から合併処理浄化槽への設置変更は、自己負担で行うため、現有設備が使用できなくなるまで設置しない状況を招いてい
る。
合併処理浄化槽の設置に対し自己負担を軽減するため補助金を交付する制度を設けており、制度の周知により生活排水処理区域及び
計画区域外での合併処理浄化槽の設置を推進する。

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－１－１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・３Ｒの啓発と推進活
動

・３Ｒの啓発と推進活
動

・３Ｒの啓発と推進活
動

・３Ｒの啓発と推進活
動

年度実績

・広報紙や市ホームペー
ジでごみの適正な分別や
リサイクルに関する案内
を掲載し啓発を図った。

・広報紙や市ホームペー
ジでごみの適正な分別や
リサイクルに関する案内
を掲載し啓発を図った。

・広報紙や市ホームペー
ジでごみの適正な分別や
リサイクルに関する案内
を掲載し啓発を図った。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・啓発、再資源化等の
推進を行い、市民一人
ひとりのマナー向上を
図った。

・啓発、再資源化等の
推進を行い、市民一人
ひとりのマナー向上を
図った。

・啓発、再資源化等の
推進を行い、市民一人
ひとりのマナー向上を
図った。

行動計画

一般廃棄物処理基本計画に基づき、ごみの減量化及び再資源化を推進する。

ごみを適正に分別し資源物として排出するよう周知啓発を行っているが、人口増加の影響もあり、ごみの排出量が増加している。
３Rを市民一人ひとりが理解し、適正なごみの分別を行うことで、減量化、再利用、再資源化を目指す。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 ごみ減量化・再資源化

一般廃棄物処理基本計画を推進します。

「一般廃棄物処理基本計画」に基づいて、３Ｒ（Reduce：リデュース：減量化；Reuse：リユース：
再利用；Recycle：リサイクル：再資源化）の推進と啓発活動を行います。
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－１－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・広報紙や市ホーム
ページ等に実績を掲載

・広報紙や市ホーム
ページ等に実績を掲載

・広報紙や市ホーム
ページ等に実績を掲載

・広報紙や市ホーム
ページ等に実績を掲載

年度実績

・ごみの排出量や資源
化等に関する実績を公
表し啓発を実施した。

・ごみの排出量や資源
化等に関する実績を公
表し啓発を実施した。

・ごみの排出量や資源
化等に関する実績を公
表し啓発を実施した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・市民の分別に関する
意識の向上を図ること
ができた。

・市民の分別に関する
意識の向上を図ること
ができた。

・市民の分別に関する
意識の向上を図ること
ができた。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 ごみ減量化・再資源化

一般廃棄物処理基本計画を推進します。

ごみ処理に関する諸情報（一人一日あたり排出量、資源化率）を公表し、市民の意識向上を図
ります。

ごみ排出量の削減、再資源化を図るためには、市民一人ひとりがごみを適正に分別し、マナーを守ってごみを排出することが重要で
あるが、分別すれば資源になるものを未分別のままごみとして排出されている。
ごみの排出量や資源化の実績を公表することで、市民にごみの分別に関する意識の向上を図る。

行動計画

ごみの排出量や資源化実績などを公表する。
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－１－３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・制度の周知
・率先した購入に向け
た調整

・制度の周知
・率先した購入に向け
た調整

・制度の周知
・率先した購入に向け
た調整

・制度の周知
・率先した購入に向け
た調整

年度実績

・制度の周知のためのチ
ラシを配布した。
・環境に配慮したコピー
用紙を導入した。

・制度の周知のためのチ
ラシを配布した。
・環境に配慮したコピー
用紙を導入した。

・制度の周知のためのチ
ラシを配布した。
・グリーンマークのつい
たコピー用紙を導入し
た。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・グリーンマークの付
いた再生紙を購入でき
た。
・チラシ配布により市
民への意識向上を図れ
た。

・グリーンマークの付
いた再生紙を購入でき
た。
・チラシ配布により市
民への意識向上を図れ
た。

・チラシ配布により市
民への意識向上を図れ
た。

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

年度別計画

循環型社会の形成 ごみ減量化・再資源化

一般廃棄物処理基本計画を推進します。

市が率先してグリーン購入につとめ、普及啓発を図ります。

環境にやさしい「エコマーク」や「グリーンマーク」等の制度周知を図るとともに、エコ商品を率先して購入するよう啓発に努め
る。

環境物品等（環境負荷低減に資する製品・サービス）の調達について、市役所内の事業で率先して調達するよう調整が必要である。
循環型社会の形成を推進するためにも、市が率先的に環境物品等を調達する必要があるため、市役所内においての普及啓発に努め
る。
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－１－４ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

ごみ排出量730ｇ/人・日
（716ｇ/人・日）

ごみ排出量720ｇ/人・日
（674g/人・日）

ごみ排出量710ｇ/人・日
(666g/人・日）

ごみ排出量701ｇ/人・日 ごみ排出量691ｇ/人・日

・分別徹底の指導
・適切な分別方法の啓
発

・分別徹底の指導
・適切な分別方法の啓
発

・分別徹底の指導
・適切な分別方法の啓
発

・分別徹底の指導
・適切な分別方法の啓
発

年度実績

・適正な排出方法や分
別方法の啓発、指導を
行った。

・適正な排出方法や分
別方法の啓発、指導を
行った。

・適正な排出方法や分
別方法の啓発、指導を
行った。

自己評価
１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

効果

・市民への啓発により
排出量は前年より減少
し、新型コロナウイル
スの影響前より削減で
きた。

・市民への啓発により
排出量は前年より減少
し、新型コロナウイル
スの影響前より削減で
きた。

・市民への啓発により
排出量を前年より削減
できた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 ごみ減量化・再資源化

行動計画

一般廃棄物処理基本計画を推進します。

ごみ一人一日当たりの排出量を平成２７年度実績値より２１ｇ削減します。（ごみ減量化事
業）

ごみの分別徹底を市民や事業者へ啓発し、ごみの排出抑制・再資源化を推進することでごみの減量化を図る。

ごみの排出量を削減するためには、市民や事業者が一般廃棄物処理基本計画に定めたごみの排出やリサイクルについての自己意識を
高め、排出されるごみを可能な限り再資源化し、資源の有効利用、環境負荷の低減を図りながら適正処理・処分を行うことで、平成
２７年度の実績値一人一日当たり712ｇから令和８年度までに２１gのごみ排出量を削減する。

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－１－５ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

参加戸数1,700戸
（参加戸数1,669戸）

参加戸数1,750戸
（参加戸数1,685戸）

参加戸数1,800戸
（参加戸数1,692戸）

参加戸数1,850戸 参加戸数1,900戸

・広報紙等による周知
啓発
・参加者の募集

・広報紙等による周知
啓発
・参加者の募集

・広報紙等による周知
啓発
・参加者の募集

・広報紙等による周知
啓発
・参加者の募集

年度実績

広報紙等によりたい肥
化事業の周知を行い事
業への参加を推進し
た。

広報紙等によりたい肥
化事業の周知を行い事
業への参加を推進し
た。

・広報紙等によりたい肥化
事業の周知を行い事業への
参加を推進した。
・参加世帯は前年度から7戸
増加した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

参加世帯は前年度から
3戸増加したが、目標
値までは増加しなかっ
た。

参加世帯は前年度から
16戸増加したが、目
標値までは増加しな
かった。

・ごみの削減と資源の
有効活用が図られた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 ごみ減量化・再資源化

生ごみのたい肥化事業の推進を図ります。

常総地方広域市町村圏事務組合常総環境センターと連携し、受け入れ世帯や回収地区の拡大を目指した取り組みに努める。

生ごみのたい肥化事業へ取り組むよう周知・啓発を行っているので、事業に参加する世帯や地区が増加している。
生ごみのたい肥化事業を推進していくため常総環境センターと協力し、生ごみの受け入れ量を増やすことが課題となる。

年度別計画

一般廃棄物処理基本計画を推進します。

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－１－６ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・分別徹底の指導
・適切な排出方法の啓
発

・分別徹底の指導
・適切な排出方法の啓
発

・分別徹底の指導
・適切な排出方法の啓発
・可燃ごみ袋の名称変更

・分別徹底の指導
・適切な排出方法の啓発
・可燃ごみ袋の名称変更

年度実績

・広報紙や市ホーム
ページでごみの適正な
分別方法、排出方法に
ついて周知した。

・広報紙や市ホーム
ページでごみの適正な
分別方法、排出方法に
ついて周知した。

・広報紙や市ホーム
ページでごみの適正な
分別方法、排出方法に
ついて周知した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・市民のごみ分別やリ
サイクルに関する意識
の向上を図ることがで
きた。

・市民のごみ分別やリ
サイクルに関する意識
の向上を図ることがで
きた。

・市民のごみ分別やリサ
イクルに関する意識の向
上を図ることができた。

循環型社会の形成 ごみ減量化・再資源化

一般廃棄物処理基本計画を推進します。

家庭ごみの排出量を削減するためにごみの分別の徹底や適切な排出方法の啓発を行います。

ごみの分別徹底を市民や事業者へ啓発し、ごみの排出抑制・再資源化を推進することでごみの減量化を図る。

ごみの排出量を削減するためには、市民や事業者が一般廃棄物処理基本計画に基づき、ごみの排出やリサイクルについての自己意識
を高めることが重要である。
排出されるごみを可能な限り再資源化し、資源の有効利用、環境負荷を低減を図りながら適正処理・処分を行う。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－１－７ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・資源物への分別を啓
発

・資源物への分別を啓
発

・資源物への分別を啓
発

・資源物への分別を啓
発

年度実績

・広報紙や市ホーム
ページで周知、啓発を
行った。

・広報紙や市ホーム
ページで周知、啓発を
行った。

・広報紙や市ホームペー
ジで周知、啓発を行っ
た。
・紙や布類の回収量は、
昨年より若干減少した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・紙や布類の回収量
は、昨年より若干減少
したが、新型コロナウ
イルスの影響前と比べ
て大きく上回っている
ため、一定の効果は得
られた。

・紙や布類の回収量
は、昨年より若干減少
したが、新型コロナウ
イルスの影響前と比べ
て大きく上回っている
ため、一定の効果は得
られた。

・資源物回収により、
ごみの削減と資源の有
効活用につながる。

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

一般廃棄物処理基本計画を推進します。

家庭ごみの中で最も多い紙・布類（汚れたもの以外）の資源物回収を推進します。

家庭から排出される紙や布類など資源物としての回収を推進し、ごみの減量化・再資源化を図る。

家庭から排出される紙や布類は、資源物としてではなく、可燃ごみ、不燃ごみとして排出される傾向にある。
紙や布類はなるべく資源物として排出するよう周知・啓発し、意識を高めることで、ごみの減量化・再資源化を図る。

年度別計画

循環型社会の形成 ごみ減量化・再資源化
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－１－８ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・エコバック利用推進 ・エコバック利用推進 ・エコバック利用推進 ・エコバック利用推進

年度実績

・パンフレットを窓口
に設置し啓発を行っ
た。

・パンフレットを窓口
に設置し啓発を行っ
た。

・パンフレットを窓口
に設置し啓発を行っ
た。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・パンフレットによる
啓発やレジ袋の有料化
によりスーパーやコン
ビニでエコバック利用
を見かけることが多く
なった。

・パンフレットによる
啓発やレジ袋の有料化
によりスーパーやコン
ビニでエコバック利用
を見かけることが多く
なった。

・パンフレットによる
啓発やレジ袋の有料化
によりスーパーやコン
ビニでエコバック利用
を見かけることが多く
なった、市民の環境に
関する意識の向上につ
ながる。

家庭ごみの中で二番目に多いビニールや合成樹脂のごみを減らすため、使い捨てのレジ袋の利
用をやめ、エコバックの利用を推進します。

買い物袋やマイバックの利用を推進し、ビニールごみの排出抑制に努める。

海洋プラスチックや地球温暖化などの問題解決の第一歩として、令和２年７月1日からコンビニやスーパーなどのレジ袋が有料化さ
れたことにより、エコバックやマイバスケットの利用意識が向上している。市としても引き続きエコバックなどの利用を推進し排出
抑制に努める。

循環型社会の形成 ごみ減量化・再資源化

一般廃棄物処理基本計画を推進します。

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－１－９ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・広報紙や市ホーム
ページによりごみの減
量化を推進

・広報紙や市ホーム
ページによりごみの減
量化を推進

・広報紙や市ホーム
ページによりごみの減
量化を推進

・広報紙や市ホーム
ページによりごみの減
量化を推進

年度実績

・広報紙や市ホーム
ページに啓発記事を掲
載した。

・広報紙や市ホーム
ページに啓発記事を掲
載した。

・広報紙や市ホーム
ページに啓発記事を掲
載した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・広報紙や市ホーム
ページで食品リサイク
ル事業や食品ロスの記
事を掲載し、意識の向
上を図った。

・広報紙や市ホーム
ページで食品リサイク
ル事業や食品ロスの記
事を掲載し、意識の向
上を図った。

・広報紙や市ホーム
ページで食品リサイク
ル事業や食品ロスの記
事を掲載し、意識の向
上を図った。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 ごみ減量化・再資源化

一般廃棄物処理基本計画を推進します。

家庭ごみのうち最も水分量が多い生ごみの減量のため、水切りの徹底などを推進します。ま
た、生ごみが出ないエコクッキングの普及・啓発を推進します。

ごみの減量化を図るため、生ごみの水切り徹底、食品ロスや食べ残しの削減を推進する。

生ごみの大部分は水分なので「水きりの大切さ」を周知、啓発することによりごみの減量化を図る。
３０１０運動（宴会などで開始３０分と終わりの１０分は席で食事を楽しむ運動）やエコクッキング等を広報紙や市ホームページに
掲載し、普及啓発を図る。

行動計画

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－１－１０ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・エコショップ制度の
推進
・広報紙や市ホーム
ページによる周知

・エコショップ制度の
推進
・広報紙や市ホーム
ページによる周知

・エコショップ制度の
推進
・広報紙や市ホーム
ページによる周知

・エコショップ制度の
推進
・広報紙や市ホーム
ページによる周知

年度実績

・市ホームページで制
度の周知を行い登録の
促進を図った。

・市ホームページで制
度の周知を行い登録の
促進を図った。

・市ホームページで制
度の周知を行い登録の
促進を図った。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・エコショップ制度の
新規登録店は無かった
が、登録促進の周知を
図った。

・エコショップ制度の
新規登録店は無かった
が、登録促進の周知を
図った。

・エコショップ制度の
新規登録店は無かった
が、登録促進の周知を
図った。

一般廃棄物処理基本計画を推進します。

環境に配慮した商品やごみの減量化に取り組んでいる商店のエコショップ制度への登録を促進
し、市民への周知を図ります。

環境に優しい商品の販売やごみ減量化・リサイクル活動に積極的に取り組む小売店舗をエコショップとして認定し、市民に広くＰＲ
する。

行動計画

年度別計画

ごみ減量化・再資源化

制度が浸透していないため5店舗の認定となっている。
制度や認定店の活動を周知し取り組みの活性化を図ることでエコショップ制度の推進を図る。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

不法投棄件数32件
（31件）

不法投棄件数30件
（27件）

不法投棄件数28件
（21件）

不法投棄件数26件 不法投棄件数24件

・不法投棄対策の推進
・看板、監視カメラの
設置
・広報紙による啓発

・不法投棄対策の推進
・看板、監視カメラの
設置
・広報紙による啓発

・不法投棄対策の推進
・看板の設置
・広報紙による啓発

・不法投棄対策の推進
・看板の設置
・広報紙による啓発

年度実績

・パトロールによる監
視を実施した。
・不法投棄禁止看板や
監視カメラを設置し
た。
・広報紙に啓発記事を
掲載した。

・パトロールによる監
視を実施した。
・不法投棄禁止看板や
監視カメラを設置し
た。
・広報紙に啓発記事を
掲載した。

・パトロールによる監
視を実施した。
・不法投棄禁止看板や
監視カメラを設置し
た。
・広報紙に啓発記事を
掲載した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

効果

・パトロールや看板、監
視カメラの設置により一
定の抑止効果があった。
・不法投棄件数も減少し
目標値を達成した。

・パトロールや看板、監
視カメラの設置により一
定の抑止効果があった。
・不法投棄件数も減少し
目標値を達成した。

・パトロールや看板、
監視カメラの設置によ
り、不法投棄の抑止に
つながる。

年度別計画

行動計画

警察や、本市のボランティアＵＤ監視員と連携しながら、不法投棄防止パトロールを実施するとともに、不法投棄が多発する場所へ
監視カメラを設置し、不法投棄の未然防止を行う。
また、広報紙や市ホームページなどを活用し啓発することで不法投棄対策を推進する。

不法投棄への対策を推進します。（不法投棄防止事業）

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 不法投棄対策

近年大型のダンプ１、２台程度でゲリラ的な不法投棄が増加している。
監視カメラ、啓発看板の設置や広報紙等による啓発により不法投棄の未然防止を図る。
不法投棄の行為者を特定し、指導していくことで投棄件数を減少させることにより対策の推進を図る。

不法投棄への対策を推進します。（不法投棄防止事業）
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－２－１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・不法投棄防止の啓発
・広報紙や市ホーム
ページに記事掲載

・不法投棄防止の啓発
・広報紙や市ホーム
ページに記事掲載

・不法投棄防止の啓発
・広報紙や市ホーム
ページに記事掲載

・不法投棄防止の啓発
・広報紙や市ホーム
ページに記事掲載

年度実績

・不法投棄パトロールを
毎日実施
・市内で不法投棄が発生
していることや不法投棄
防止の啓発のための記事
を広報紙に掲載した。

・不法投棄パトロールを
毎日実施
・市内で不法投棄が発生
していることや不法投棄
防止の啓発のための記事
を広報紙に掲載した。

・市職員による不法投棄
パトロールを実施
・市内で不法投棄が発生
していることや不法投棄
防止の啓発のための記事
を広報紙に掲載した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・パトロールや啓発活動
により、不法投棄の抑止
が図れた。

・パトロールや啓発活動
により、不法投棄の抑止
が図れた。

・パトロールや啓発活動
により、不法投棄の抑止
が図れた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

年度別計画

循環型社会の形成

不法投棄への対策を推進します。（不法投棄防止事業）

不法投棄の実態を市の市ホームページや広報紙等で提示します。

不法投棄防止パトロールを行うとともに、広報紙や市ホームページなどを活用した啓発活動を行う。

行動計画

不法投棄対策

近年大型のダンプ１、２台程度でゲリラ的な不法投棄が増加している。
市内で発生した不法投棄の案件を広報紙や市ホームページに掲載することで不法投棄に関する市民の意識向上を図る。
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－２－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・不法投棄防止看板の
設置
・広報紙や市ホーム
ページなどへの記事掲
載

・不法投棄防止看板の
設置
・広報紙や市ホーム
ページなどへの記事掲
載

・不法投棄防止看板の
設置
・広報紙や市ホーム
ページなどへの記事掲
載

・不法投棄防止看板の設
置
・広報紙や市ホームペー
ジなどへの記事掲載

年度実績

・不法投棄防止看板を
設置した。
・不法投棄について広
報紙や市ホームページ
で注意喚起の記事を掲
載した。

・不法投棄防止看板を
設置した。
・不法投棄について広
報紙や市ホームページ
で注意喚起の記事を掲
載した。

・不法投棄防止看板を設
置した。
・不法投棄について広報
紙や市ホームページで注
意喚起の記事を掲載し
た。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・看板の設置や広報紙
などへの記事の掲載に
より市民の意識向上が
図れた。

・看板の設置や広報紙
などへの記事の掲載に
より市民の意識向上が
図れた。

・看板の設置や広報紙
などへの記事の掲載に
より市民の意識向上が
図れた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成

行動計画

不法投棄対策

不法投棄への対策を推進します。（不法投棄防止事業）

不法投棄を禁止する看板の設置や市ホームページ、広報紙の活用による啓発活動を推進しま
す。

不法投棄防止パトロールを行うとともに、広報紙や市ホームページなどを活用した啓発活動を行う。

近年大型のダンプ１、２台程度でゲリラ的な不法投棄が増加している。
市内で発生した不法投棄の案件を広報紙や市ホームページに掲載することで不法投棄に関する市民の意識向上を図る。

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－２－３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・市ボランティアＵＤ
監視員との連携
・監視体制の強化

・市ボランティアＵＤ
監視員との連携
・監視体制の強化

・市ボランティアＵＤ
監視員との連携
・監視体制の強化

・市ボランティアＵＤ
監視員との連携
・監視体制の強化

年度実績

・市ボランティアＵＤ
監視員からの通報によ
り不法投棄を把握でき
た。
・週３回以上のパト
ロールを実施した。

・市ボランティアＵＤ
監視員からの通報によ
り不法投棄を把握でき
た。
・週３回以上のパト
ロールを実施した。

・市ボランティアＵＤ
監視員と連携し、監視
体制を強化した。
・週３回以上のパト
ロールを実施した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・UD監視員と連携し
たことで、市内各地区
での監視体制の強化が
図れた。

・UD監視員と連携し
たことで、市内各地区
での監視体制の強化が
図れた。

・UD監視員と連携し
たことで、市内各地区
での監視体制の強化が
図れた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 不法投棄対策

不法投棄への対策を推進します。（不法投棄防止事業）

警察、茨城県ボランティアＵ.Ｄ.監視員等との連携によりパトロール活動を充実させ、未然防
止や早期発見を図ります。

警察、茨城県のＵ．Ｄ．監視員や、本市で新しく組織するＵ．Ｄ．監視員と連携しながら、不法投棄防止パトロールを実施し、監視
体制の充実・強化を図る。

不法投棄の対策は、早期発見、早期対応が重要であることから、市民のボランティアにより構成するＵ．Ｄ．監視員によるパトロー
ル活動を充実させることで監視体制の充実を図る。

年度別計画

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－２－４ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・監視カメラの設置
（１台）

・監視カメラの設置
（1台）

・既設監視カメラの効
果的活用

・既設監視カメラの効
果的活用

年度実績

・つくば野田線の高岡
地内に監視カメラ設置

・筒戸地内に監視カメ
ラ設置

・既設監視カメラの効
果的活用

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・監視カメラを増設し
たことで、監視を強化
し不法投棄の抑止が図
れた。

・監視カメラを増設し
たことで、監視を強化
し不法投棄の抑止が図
れた。

・監視カメラを効果的
に活用したことで、監
視を強化し不法投棄の
抑止が図れた。

年度別計画

循環型社会の形成 不法投棄対策

不法投棄への対策を推進します。（不法投棄防止事業）

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

監視体制を強化するため、不法投棄が多発する場所へ監視カメラを設置し、不法投棄の未然防止と撤去指導を行う。

監視カメラの記録により、不法投棄行為者の情報を関係機関に提供している。
不法投棄が多発する場所に不法投棄の抑制、防止のため監視カメラを設置し監視体制を強化することで、行為者を特定し、関係機関
と協力して撤去指導などを行う。

監視カメラ等を設置し、関係機関の協力を得て、不法投棄を防止します。
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

市役所の温室効果ガス排
出量（kg-co2/年）

5,138,200
（6,275,021）

市役所の温室効果ガス排
出量（kg-co2/年）

4,954,900
（6,172,459）

市役所の温室効果ガス排
出量（kg-co2/年）

4,771,600
（5,865,026）

市役所の温室効果ガス排
出量（kg-co2/年）

4,588,400

市役所の温室効果ガス排
出量（kg-co2/年）

4,411,900

・温室効果ガス削減に
取り組む

・温室効果ガス削減に
取り組む

・温室効果ガス削減に
取り組む

・温室効果ガス削減に
取り組む

年度実績

・地球温暖化対策実行計
画を推進した。
・再生可能エネルギー導
入の調査研究を行った。

・地球温暖化対策実行計
画を推進した。
・伊奈庁舎の公用車に
EV車を２台リース契約
により導入した。

・地球温暖化対策実行
計画を推進した。

自己評価
４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

効果

・温室効果ガス排出量削減を
図ったが、目標値に及ばなかっ
た。
・公共施設への再エネ導入に向
けた方向性を決めることができ
た。

・温室効果ガス排出量削減を
図ったが、目標値に及ばなかっ
た。
・温室効果ガス削減のための取
り組みを行った。

・温室効果ガス排出量削減を
図ったが、目標値に及ばなかっ
た。
・温室効果ガス削減のための取
り組みを行った。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

「つくばみらい市地球温暖化対策実行計画（市の事務事業に関する温室効果ガスを削減する計画）」を推進します。（地球温暖化対
策事業）

つくばみらい市地球温暖化対策実行計画（市の事務事業に関する温室効果ガスを削減する計画）」を推進します。（地球温暖化対策事業）

つくばみらい市地球温暖化対策実行計画に基づき、市の事務事業により発生する温室効果ガス排出量削減を図る。

温室効果ガスの排出量を削減するため、公共施設の新設、改修時に再生可能エネルギーの導入を推進する。
また、再生可能エネルギー導入のための調査研究を行う。

年度別計画

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・省エネ機器、再生可
能エネルギー設備導入
の推進

・省エネ機器、再生可
能エネルギー設備導入
の推進

・省エネ機器、再生可
能エネルギー設備導入
の推進

・省エネ機器、再生可
能エネルギー設備導入
の推進

年度実績

・公共施設における再生可能エネルギー
設備の推進について、庁舎管理の財政課
へ、国補助制度の案内を行った。
・谷和原庁舎や小絹小学校、総合運動公
園において教室の照明をLEDに改修し
た。

・公共施設における再生可能エネル
ギー設備の推進について、庁舎管理
の財政課へ、国補助制度の案内を
行った。
・小絹小学校の校舎の一部の照明を
LED化した。

・公共施設LED化につい
て調査研究を行った。
・市財政課において、公
共施設LED化を進める。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・省エネ機器を導入
し、環境への負荷低減
が図ることができた。

・省エネ機器を導入
し、環境への負荷低減
が図ることができた。

・公共施設のLED化が
進められることで、環
境への負担軽減を図る
ことができる。

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

「つくばみらい市地球温暖化対策実行計画（市の事務事業に関する温室効果ガスを削減する計画）」を推進します。（地球温暖化対
策事業）

公共施設における省エネルギー機器や再生可能エネルギー設備の導入を推進します。

公共施設への省エネルギー機器や再生可能エネルギー設備の導入を推進する。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

年度別計画

行動計画

省エネルギー機器の導入は環境への負荷低減のほか、コストの削減にもつながるので、積極的な導入を図るよう推進する。
公共施設の新設、改修時に再生可能エネルギーの導入を推進する。
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担当課 防災課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

防犯灯LED化率93.4%
（94.9%）

防犯灯LED化率95%
（96.2％）

防犯灯LED化率96%
（97.1％）

防犯灯LED化率96.9% 防犯灯LED化率97.7%

・水銀灯仕様防犯灯の
LED化
・LED仕様防犯灯の
新設

・水銀灯仕様防犯灯のLED
化
・LED仕様防犯灯の新設
・５０基の水銀灯仕様防犯
灯をLED化する。

・水銀灯仕様防犯灯の
LED化
・LED仕様防犯灯の新
設

・水銀灯仕様防犯灯の
LED化
・LED仕様防犯灯の
新設

年度実績

・１０３基の水銀灯仕様
防犯灯をLED化した。

・８９基の水銀灯仕様防
犯灯をLED化した。

・３５基の水銀灯仕様防
犯灯をLED化した。

自己評価
１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

効果

・水銀灯仕様の防犯灯を
LED化することで、
CO2排出量削減を図る
ことができた。

・水銀灯仕様の防犯灯を
LED化することで、
CO2排出量削減を図る
ことができた。

・水銀灯仕様の防犯灯を
LED化することで、CO2
排出量削減を図ることが
できた。

水銀灯仕様の防犯灯は、多様な種類・組み合わせがあり、ＬＥＤ仕様へ改修する際は専門業者の現場確認を1灯ずつ事前に行う必要
がある。そのため蛍光灯仕様からの改修よりも費用が高額となり、効率的な更新を行う必要がある。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

行動計画

防犯灯のLED化を推進します。（防犯灯LED化事業）

水銀灯仕様の防犯灯をLED仕様に切り替えを図るとともに、防犯灯を新たに設置する際はLED仕様を導入する。

「つくばみらい市地球温暖化対策実行計画（市の事務事業に関する温室効果ガスを削減する計画）」を推進します。（地球温暖化対
策事業）
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・節水型設備導入の推
進

・節水型設備導入の推
進

・節水型設備導入の推
進

・節水型設備導入の推
進

年度実績

・小絹中学校において
節水型トイレに改修。

・谷和原庁舎２階におい
て和式トイレから節水型
トイレに改修。

・（仮称）みらい平地区新設中
学校において節水設備の導入を
設計に入れた。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・水道使用量の削減に
つながった。

・水道使用量の削減に
つながった。

・水道使用量の削減に
つながる。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

行動計画

「つくばみらい市地球温暖化対策実行計画（市の事務事業に関する温室効果ガスを削減する計画）」を推進します。（地球温暖化対
策事業）

公共施設への節水型設備や雨水利用等の導入を促進します。

公共施設の新設、改修等に併せ節水型のトイレ、水回り設備の導入を推進する。

市の保有する設備には、耐用年数により改修が必要な施設が多く存在する。
新設、改修等に併せて水回りやトイレ等に節水型設備の導入を推進する。
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－４ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・次世代エコカーの
リースや利用できる補
助金について調査研究

・次世代エコカーの
リースや利用できる補
助金について調査研究

・次世代エコカーの
リースや利用できる補
助金について調査研究
を行う。

・次世代エコカーの
リースや利用できる補
助金について調査研究
を行う。

年度実績

・公用車管理の財政課
へ、国補助制度の案内
を行った。

・伊奈庁舎の公用車に
EV車を２台リース契
約により導入した。

・公用車管理の財政課
へ、国補助制度の案内を
行った。
・車両の導入、入替は無
かった

自己評価
４　計画には及ばな
かった

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・車両の導入、入替は無
かった。

・ガソリン使用量の削
減につながった。

・今後の公用車の入れ替
えの際は、積極的に次世
代エコカーを検討するこ
とで、環境に対する意識
の向上につながった。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

「つくばみらい市地球温暖化対策実行計画（市の事務事業に関する温室効果ガスを削減する計画）」を推進します。（地球温暖化対
策事業）

市で使用する車両については次世代エコカー（電気自動車、燃料電池自動車等）の導入を検討
します。

市で使用する車両にはハイブリット車の導入が進んでおり、温室効果ガスの排出量削減に取り組んでいる。
次世代エコカーのリースや利用できる補助金について調査研究し、導入を推進する。

次世代エコカーの導入を検討する。

行動計画
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－５ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・広報紙等により伐採届の制度
を周知し無届伐採を抑制すると
ともに、提出された伐採届の内
容が市森林整備計画に適合しな
い場合は指導を行うことで森林
を保護する

・広報紙等により伐採届の制度
を周知し無届伐採を抑制すると
ともに、提出された伐採届の内
容が市森林整備計画に適合しな
い場合は指導を行うことで森林
を保護する

・広報紙等により伐採届の制度
を周知し無届伐採を抑制すると
ともに、提出された伐採届の内
容が市森林整備計画に適合しな
い場合は指導を行うことで森林
を保護する

・広報紙等により伐採届の制度
を周知し無届伐採を抑制すると
ともに、提出された伐採届の内
容が市森林整備計画に適合しな
い場合は指導を行うことで森林
を保護する

年度実績

市報やHPを活用し伐
採届の周知及び届出の
推進を行った。

市報やHPを活用し伐
採届の周知及び届出の
推進を行った。

市報やHPを活用し伐
採届の周知及び届出の
推進を行った。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・伐採届の提出により
無断伐採の抑制につな
がった。

・伐採届の提出により
無断伐採の抑制につな
がった。

・伐採届の提出により
無断伐採の抑制につな
がった。

二酸化炭素を吸収するよう樹林地などの保全を推進します。

二酸化炭素を吸収するよう樹林地などの保全を推進する。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

「つくばみらい市地球温暖化対策実行計画（市の事務事業に関する温室効果ガスを削減する計画）」を推進します。（地球温暖化対
策事業）

行動計画

本市が策定した森林整備計画に基づき適正に森林保護等を行っている。
樹林地の保護指定箇所がない状況であるが、地球温暖化防止に資するため、森林を伐採する際には伐採届の提出等の指導を行う。

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－６ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・新エネルギーの調査
研究
・補助制度の運用

・新エネルギーの調査
研究
・補助制度の運用

・新エネルギーの調査
研究
・補助制度の運用

・新エネルギーの調査
研究
・補助制度の運用

年度実績

・いばらき水素利用促進協議会への参加
・リチウムイオン蓄電システムの導入を
促進するため、補助事業（1件50,000
円）を実施し、28件の申請があった。
・令和5年度に、国の補助金を活用し、再
生可能エネルギー導入目標計画の策定、
公共施設への再生可能エネルギー導入可
能性調査を実施することにした。

・公共施設への再生可能エネルギー設備
導入可能性調査も進めた。
・蓄電システムの導入を促進するため、
補助事業（1件50,000円）を実施し、
39件の申請があった。

・蓄電システムの導入
を促進するため、補助
事業（1件50,000
円）を実施し、23件
の申請があった。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・新型コロナウイルス感染防止のため、
研修会は書面開催となり、燃料電池自動
車や水素ステーションなど、水素利用に
関する調査研究を行った。
・多くの申込みがあり、リチウムイオン
蓄電システム導入の促進と脱炭素への意
識向上を図れた。

・多くの申込みがあり、蓄電システム導
入の促進と脱炭素への意識向上を図れ
た。

・多くの申込みがあ
り、蓄電システム導入
の促進と脱炭素への意
識向上を図れた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

低炭素化社会への推進を図ります。

新エネルギー等の普及と導入を促進するための調査研究をします。

石油など化石燃料の代替エネルギーとなる太陽光発電や風力発電、バイオマスエネルギー等の調査研究を行う。

化石燃料の代替となる新エネルギー等を普及し導入を促進することは、低炭素化社会の実現や地球温暖化対策には有効な手段である
ため国や茨城県などと連携し、新エネルギー等について調査研究する。
茨城県の補助事業を利用し、新エネルギーの導入者に補助金を交付する制度を運用する。

行動計画

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－７ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・取り組みやすい省エ
ネ方法の啓発

・取り組みやすい省エ
ネ方法の啓発

・取り組みやすい省エ
ネ方法の啓発

・取り組みやすい省エ
ネ方法の啓発

年度実績

・手軽に取り組める省
エネの手法や、県・国
の省エネに関する情報
を市ホームページに掲
載した。

・手軽に取り組める省
エネの手法や、県・国
の省エネに関する情報
を市ホームページに掲
載した。

・手軽に取り組める省
エネの手法や、県・国
の省エネに関する情報
を市ホームページに掲
載した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・市民への啓発を図
り、関心を高めること
ができた。

・市民への啓発を図
り、関心を高めること
ができた。

・市民への啓発を図
り、関心を高めること
ができた。

地球規模の環境対策

手軽に取り組める省エネの手法を市ホームページで紹介し家庭や事業所での省資源・省エネルギーに関する取り組みを推進する。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成

行動計画

低炭素化社会への推進を図ります。

市民・事業者に向けて省資源・省エネルギー等の地球温暖化防止に関する啓発を推進します。

省エネルギーに結びつく機器に関する情報提供と普及啓発により、家庭や事業所での省エネルギーの実践を推進する。
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－８ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・クールチョイスの普
及、啓発

・クールチョイスの普
及、啓発

・クールチョイスの普
及、啓発

・クールチョイスの普
及、啓発

年度実績

・ポスターの掲示や、
パンフレットを窓口で
配布し啓発を行った。

・ポスターの掲示や、
パンフレットを窓口で
配布し啓発を行った。

・ポスターの掲示や、
パンフレットを窓口で
配布し啓発を行った。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・啓発により省エネル
ギー製品への意識向上
を図った。

・啓発により省エネル
ギー製品への意識向上
を図った。

・啓発により省エネル
ギー製品への意識向上
を図った。

ポスターの掲示や、広報紙等を活用しクールチョイスを推進する。

環境省が推進するクールチョイスを普及するため、ポスターの掲示やパンフレットの配布など普及啓発に取り組んでいる。
温室効果ガスの排出量削減を図るには、一人ひとりの取組が必要であることから、市民や事業者へ普及啓発し事業を推進する。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

低炭素化社会への推進を図ります。

省エネルギー製品への買い替えなど地球温暖化対策に資するあらゆる賢い選択を促す国民運動
「クールチョイス」を推進します。

行動計画

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－９ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・パンフレットの配布
により市民への周知を
図る
・市ホームページでの
啓発

・パンフレットの配布
により市民への周知を
図る
・市ホームページでの
啓発

・パンフレットの配布
により市民への周知を
図る
・市ホームページでの
啓発

・パンフレットの配布
により市民への周知を
図る
・市HPでの啓発

年度実績

・庁舎の窓口でパンフ
レット等による情報提供
に加え、新たに市ホーム
ページで周知を図った。

・庁舎の窓口でパンフ
レット等による情報提供
に加え、新たに市ホーム
ページで周知を図った。

・庁舎の窓口でパンフ
レット等による情報提供
に加え、新たに市ホーム
ページで周知を図った。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・市ホームページやパン
フレットで周知を図った
ことにより、市民の関心
を高めることができた。

・市ホームページやパン
フレットで周知を図った
ことにより、市民の関心
を高めることができた。

・市ホームページやパン
フレットで周知を図った
ことにより、市民の関心
を高めることができた。

低炭素化社会への推進を図ります。

住宅を建て替える市民に対し、省エネルギー性能の向上と再生可能エネルギーを導入した
「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス」の選択を勧めます。

「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス」の導入を進めるため、市民への周知や情報提供を行う。

低炭素化社会の実現に向け「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス」を導入するよう市民への周知や情報提供を行う。

年度別計画

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－１０ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・環境家計簿の周知・
啓発

・環境家計簿の周知・
啓発

・環境家計簿の周知・
啓発

・環境家計簿の周知・
啓発

年度実績

・環境家計簿を市ホー
ムページで公表。

・環境家計簿を市ホー
ムページで公表。

・環境家計簿を市ホー
ムページで公表。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・環境家計簿で市民の
日常生活での省エネル
ギー化の関心を高める
ことができた。

・環境家計簿で市民の
日常生活での省エネル
ギー化の関心を高める
ことができた。

・環境家計簿で市民の
日常生活での省エネル
ギー化の関心を高める
ことができた。

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

低炭素化社会への推進を図ります。

環境家計簿の利用による日常生活における省資源・省エネルギーを推進します。

環境家計簿で家庭や事業所でのCO2排出量を算出することにより、省エネルギーの取組を推進する。

環境家計簿は日常生活で排出するCO2量を簡単に確認できる。
本市において環境家計簿を公表しており、日常生活で活用していただくよう、周知・啓発を行い、省エネルギー化を推進する。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

行動計画
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担当課 上下水道課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－１１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

水道使用量230
ℓ/人日

（234ℓ/人・日）

水道使用量23０
ℓ/人・日

（234ℓ/人・日）

水道使用量23０
ℓ/人・日

（233ℓ/人・日）

水道使用量230
ℓ/人・日

水道使用量229
ℓ/人・日

・広報紙や市ホーム
ページによる啓発活動

・広報紙や市ホーム
ページによる啓発活動

・広報紙や市ホーム
ページによる啓発活動

・広報紙や市ホーム
ページによる啓発活動

年度実績

広報紙により節水啓発
活動を行った。

・市民の節水意識の向上を
図り、前年度の234ℓ/
人・日と横ばいとなり、目
標値には及ばなかった。

・市民の節水意識の向上を
図り、前年度の234ℓ/人・
日より微減となったが、目
標値には及ばなかった。

自己評価
４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

効果

・市民の節水意識の向
上を図り、前年度の
242ℓ/人・日より減
少したが、目標値には
及びなかった。

・啓発活動により、節
水意識を高めた。

・啓発活動により、節
水意識を高めた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

低炭素化社会への推進を図ります。

市民・事業者に向けて市ホームページ、広報紙での節水啓発を行います。（節水協力事業）

市民・事業者に向けて節水啓発活動を行うことにより、貴重な水資源を守り自然環境の保護に努めるとともに、低炭素社会への推進
を図る。

節水器具の普及などにより、市民の節水意識は高まっている。今後も引き続き啓発活動を行い、市民・事業者へ取り組みを推進す
る。

年度別計画

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－１２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・緑のカーテンの設置
・気温や室温等データ
収集

・緑のカーテンの設置
・気温や室温等データ
収集

・緑のカーテンの設置
・気温や室温等データ
収集

・緑のカーテンの設置
・気温や室温等データ
収集

年度実績

・市の公共施設6カ所
で緑のカーテンを設
置。

・市の公共施設７カ所
で緑のカーテンを設
置。

・市の公共施設９カ所
で緑のカーテンを設
置。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・緑のカーテンの外の壁と内の
壁では約５℃の差があり、緑の
カーテンを設置する方が室内の
温度上昇を抑え冷房の使用を減
少させることにより、温室効果
ガス排出量の削減に繋がった。

・緑のカーテンの外の壁と内の
壁では約５℃の差があり、緑の
カーテンを設置する方が室内の
温度上昇を抑え冷房の使用を減
少させることにより、温室効果
ガス排出量の削減に繋がった。

・緑のカーテンの外の壁と内の
壁では約５℃の差があり、緑の
カーテンを設置する方が室内の
温度上昇を抑え冷房の使用を減
少させることにより、温室効果
ガス排出量の削減に繋がった。

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

行動計画

低炭素化社会への推進を図ります。

公共施設への緑のカーテンの設置を図ります。

市の管理する公共施設において、緑のカーテンを設置し直射日光を遮断することで、室温の上昇を抑え冷房の効果を向上させ電気使
用量の削減を図る。

各公共施設で緑のカーテンを設置しているが、設置や維持管理に労力を要しているのが現状である。
緑のカーテンを設置することによる周辺の気温や室温の低下を検証するためのデータ収集を行なっている。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－１３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・適正処理方法につい
ての情報提供

・適正処理方法につい
ての情報提供

・適正処理方法につい
ての情報提供

・適正処理方法につい
ての情報提供

年度実績

・フロンガスの適正な
廃棄方法について、市
ホームページにて公表
した。

・フロンガスの適正な
廃棄方法について、市
ホームページにて公表
した。

・フロンガスの適正な
廃棄方法について、市
ホームページにて公表
した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・フロン類の適正な回
収・処理について、市民
への啓発を図ることがで
きた。

・フロン類の適正な回
収・処理について、市民
への啓発を図ることがで
きた。

・フロン類の適正な回
収・処理について、市民
への啓発を図ることがで
きた。

行動計画

事業者に対しフロン類の適正な回収・処理を啓発します。

フロン排出抑制法に基づき、適正な回収・処理方法を、市ホームページなどで情報提供することにより適正な回収・処理を行うよう
啓発する。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

低炭素化社会への推進を図ります。

事業者に対し、フロン排出抑制法に基づくフロン類の適正な回収・処理を啓発します。
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－１４ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・ノンフロン製品の情
報提供

・ノンフロン製品の情
報提供

・ノンフロン製品の情
報提供

・ノンフロン製品の情
報提供

年度実績

・ノンフロン製品の使
用を啓発するため市
ホームページに公表し
た。

・ノンフロン製品の使
用を啓発するため市
ホームページに公表し
た。

・ノンフロン製品の使
用を啓発するため市
ホームページに公表し
た。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・ノンフロン製品の情
報について、市民への
啓発を図ることができ
た。

・ノンフロン製品の情
報について、市民への
啓発を図ることができ
た。

・ノンフロン製品の情
報について、市民への
啓発を図ることができ
た。

低炭素化社会への推進を図ります。

ノンフロン製品の使用を啓発します。

ノンフロン製品を使用し地球温暖化防止への取り組みを啓発する。

フロン類は二酸化炭素に比べ数百倍以上の温室効果をもたらすため、ノンフロン製品の使用を啓発することが必要である。

年度別計画

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ２－３－１５ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・公共交通機関の利用
や自動車通勤における
相乗り及び自転車通勤
での周知・啓発

・公共交通機関の利用
や自動車通勤における
相乗り及び自転車通勤
での周知・啓発

・公共交通機関の利用
や自動車通勤における
相乗り及び自転車通勤
での周知・啓発

・公共交通機関の利用
や自動車通勤における
相乗り及び自転車通勤
での周知・啓発

年度実績

・市内の公共交通機関の利用に
限界はあるが、できる限り利用
するよう、窓口で公共交通機関
利用促進のパンフレットを配布
した。

・市内の公共交通機関の利用に
限界はあるが、できる限り利用
するよう、窓口で公共交通機関
利用促進のパンフレットを配布
した。

・市内の公共交通機関の利用に
限界はあるが、できる限り利用
するよう、窓口で公共交通機関
利用促進のパンフレットを配布
した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・市内の公共交通機関の利
用について、市民の意識向
上を図ることができた。

・市内の公共交通機関の利
用について、市民の意識向
上を図ることができた。

・市内の公共交通機関の利
用について、市民の意識向
上を図ることができた。

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

低炭素化社会への推進を図ります。

自動車運行による二酸化炭素排出量の削減のため、公共交通機関の利用促進や自動車通勤にお
ける相乗りの励行を図ります。

自動車運行による排気ガスの低減のため、公共交通機関や相乗り、自転車での通勤を励行する。

自動車運行による排気ガス低減のため、公共交通機関の利用や自動車通勤における相乗り及び自転車通勤での周知・啓発を行う。

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

苦情処理件数60件
（50件）

苦情処理件数55件
（４７件）

苦情処理件数55件
（５４件）

苦情処理件数55件 苦情処理件数50件

・市民や事業者への啓
発活動
・パトロールの実施

・市民や事業者への啓
発活動
・パトロールの実施

・市民や事業者への啓
発活動
・パトロールの実施

・市民や事業者への啓
発活動
・パトロールの実施

年度実績

・広報紙や市ホームページ
に啓発記事を掲載した。
・パトロールを実施し、現
場で指導を行い、公害苦情
を未然に防いだ。

・広報紙や市ホームページ
に啓発記事を掲載した。
・パトロールを実施し、現
場で指導を行い、公害苦情
を未然に防いだ。

・広報紙や市ホームページ
に啓発記事を掲載した。
・パトロールを実施し、現
場で指導を行い、公害苦情
を未然に防いだ。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・前年度より苦情件数が
減少し、公害の未然防止
を図れた。

・前年度より苦情件数が
減少し、公害の未然防止
を図れた。

・前年度より苦情件数が
増えてしまったが、目標
は達成し、公害の未然防
止し、市民の住環境の保
全につなげる。

行動計画

各種公害の未然防止を図り、市民、事業者への啓発活動を実施します。

公害の未然防止を図るための啓発活動を実施します。（公害未然防止啓発事業）

公害の未然防止を図るため、地域環境への影響に十分配慮しながら活動・事業を行うよう啓発する。

大気汚染、水質汚染、騒音振動や悪臭等の公害は問題が生じてからでは対策が難しくなるため、公害発生を未然防止に向けた啓発活
動を行う。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 健康で快適なまちの形成

60/97



担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・茨城県等関係機関と
の連携
・迅速な対応

・茨城県等関係機関と
の連携
・迅速な対応

・茨城県等関係機関と
の連携
・苦情があった際の迅
速な対応

・茨城県等関係機関と
の連携
・苦情があった際の迅
速な対応

年度実績

・事業所などに指導、
助言する案件は無かっ
た。

・事業所などに指導、
助言する案件は無かっ
た。

・事業所などに指導、
助言する案件は無かっ
た。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・引き続き関係機関と
連携し迅速な事案対応
を行う。

・引き続き関係機関と
連携し迅速な事案対応
を行う。

・引き続き関係機関と連
携し迅速な事案対応を行
うことで、専門的知見や
技術的支援を受けること
が可能となる。

事業者等へ地域環境への影響に十分配慮しながら事業を行うよう啓発し迅速な公害苦情対応を行う。

公害関係については、茨城県等関係機関と連携を図っているため、引き続き連携しつつ迅速に対応する。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 健康で快適なまちの形成

各種公害の未然防止を図り、市民、事業者への啓発活動を実施します。

公害苦情の対応を関係機関との連携により迅速に対応します。

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・不法投棄防止パト
ロールの実施
・野焼きに対する指導

・不法投棄防止パト
ロールの実施
・野焼きに対する指導

・不法投棄防止パト
ロールの実施
・野焼きに対する指導

・不法投棄防止パト
ロールの実施
・野焼きに対する指導

年度実績

・週3回以上の不法投
棄防止パトロールを実
施した。
・野焼きの通報により
行為者に指導を行っ
た。

・週3回以上の不法投
棄防止パトロールを実
施した。
・野焼きの通報により
行為者に指導を行っ
た。

・市職員による週3回以
上の不法投棄防止パト
ロールを実施した。
・野焼きの通報により行
為者に指導を行った。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・定期的にパトロール
を実施し、事案発生を
抑止した。

・定期的にパトロール
を実施し、事案発生を
抑止した。

・定期的にパトロール
を実施し、事案発生を
抑止した。

年度別計画

行動計画

不法投棄や野焼きのパトロールを定期的に実施します。

不法投棄や野焼きは、年間数回発生している状況である。
定期的なパトロールを行うことで、不法投棄や野焼きの抑止を図る。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 健康で快適なまちの形成

各種公害の未然防止を図り、市民、事業者への啓発活動を実施します。

不法投棄や野焼きパトロールを実施します。
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－４ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・次世代エコカーの
リースや利用できる補
助金について調査研究

・次世代エコカーの
リースや利用できる補
助金について調査研究

・次世代エコカーの
リースや利用できる補
助金について調査研究

・次世代エコカーの
リースや利用できる補
助金について調査研究

年度実績

・公用車管理の財政課
へ、国補助制度の案内
を行った。

・公用車管理の財政課
へ、国補助制度の案内
を行った。

・公用車管理の財政課
へ、国補助制度の案内
を行った。

自己評価
４　計画には及ばな
かった

２　計画どおり達成で
きた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・車両の導入、入替は無
かった。

・伊奈庁舎の公用車に
EV車を２台リース契
約により導入した。

・公用車の入れ替え時に
は、積極的にEV等の次世
代自動車を検討し、温暖
化に対する意識を向上し
た。

各種公害の未然防止を図り、市民、事業者への啓発活動を実施します。

自動車の排気ガスを減らすために、公用車に次世代エコカーの導入を検討します。

次世代エコカーの導入を検討する。

市で使用する車両にはハイブリット車の導入が進んでおり、温室効果ガスの排出量削減に取り組んでいる。
次世代エコカーのリースや利用できる補助金について調査研究し、導入を推進する。

年度別計画

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 健康で快適なまちの形成

63/97



担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－５ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・低燃費運転の情報提
供

・低燃費運転の情報提
供

・低燃費運転の情報提
供

・低燃費運転の情報提
供

年度実績

・低燃費運転に関する
情報を市ホームページ
で公表した。

・低燃費運転に関する
情報を市ホームページ
で公表した。

・低燃費運転に関する
情報を市ホームページ
で公表した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・低燃費運転に関する
普及啓発を行い、意識
向上を図ることができ
た。

・低燃費運転に関する
普及啓発を行い、意識
向上を図ることができ
た。

・低燃費運転に関する
普及啓発を行い、意識
向上を図ることができ
た。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 健康で快適なまちの形成

各種公害の未然防止を図り、市民、事業者への啓発活動を実施します。

運転についても、アイドリングストップなどの環境に配慮した運転の普及・啓発を図ります。

市民や事業者に対してアイドリングストップや燃費の良い運転方法について普及啓発を図る。

低燃費運転の方法を市民や事業者に情報提供し、環境に配慮した運転の普及啓発を図る。

年度別計画

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－６ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・公共交通機関の利用
や自動車通勤における
相乗り及び自転車通勤
での周知・啓発

・公共交通機関の利用
や自動車通勤における
相乗り及び自転車通勤
での周知・啓発

・公共交通機関の利用
や自動車通勤における
相乗り及び自転車通勤
での周知・啓発

・公共交通機関の利用
や自動車通勤における
相乗り及び自転車通勤
での周知・啓発

年度実績

・市内の公共交通機関の利用に
限界はあるが、できる限り利用
するよう、窓口で公共交通機関
利用促進のパンフレットを配布
した。

・市内の公共交通機関の利用に
限界はあるが、できる限り利用
するよう、窓口で公共交通機関
利用促進のパンフレットを配布
した。

・市内の公共交通機関の利
用に限界はあるが、できる
限り利用するよう、窓口で
公共交通機関利用促進のパ
ンフレットを配布した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・市内の公共交通機関の
利用について、市民の意
識向上を図ることができ
た。

・市内の公共交通機関の
利用について、市民の意
識向上を図ることができ
た。

・市内の公共交通機関の
利用について、市民の意
識向上を図ることができ
た。

各種公害の未然防止を図り、市民、事業者への啓発活動を実施します。

自動車運行による排気ガスの低減のため、公共交通機関の利用促進や自動車通勤における相乗
りの励行を図ります。

自動車運行による排気ガスの低減のため、公共交通機関や相乗り、自転車での通勤を励行する。

自動車運行による排気ガス低減のため、公共交通機関の利用や自動車通勤における相乗り及び自転車通勤での周知・啓発を行う。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 健康で快適なまちの形成

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－７ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・堆肥の有効利用に向
けた調査研究及び周知

・堆肥の有効利用に向
けた調査研究及び周知

・堆肥の有効利用に向
けた調査研究及び周知

・堆肥の有効利用に向
けた調査研究及び周知

年度実績

・間伐材の有効利用に関
するパンフレットを窓口
で配布した。

・間伐材の有効利用に関
するパンフレットを窓口
で配布した。

・間伐材の有効利用に関
するパンフレットを窓口
で配布した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・間伐材利用促進に関す
る啓発を行い、市民への
意識向上を図ることがで
きた。

・間伐材利用促進に関す
る啓発を行い、市民への
意識向上を図ることがで
きた。

・間伐材利用促進に関す
る啓発を行い、市民への
意識向上を図ることがで
きた。

健康で快適なまちの形成

各種公害の未然防止を図り、市民、事業者への啓発活動を実施します。

庭木の剪定枝や落ち葉は燃やさずに、堆肥化による有効利用を図るよう呼びかけます。

行動計画

年度別計画

堆肥化について個人でも気軽に利用できる方法を調査、周知する。

庭木の剪定枝や落ち葉は、燃やさずに堆肥化による有効利用の取り組みを推進します。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－８ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

水質環境基準達成率
100%

（80％）

水質環境基準達成率
100%
(７０％)

水質環境基準達成率
100%
(70%)

水質環境基準達成率100% 水質環境基準達成率100%

・水質調査の実施
・結果の公表
・河川等の水質保全に関す
る啓発。

・水質調査の実施
・結果の公表
・河川等の水質保全に関す
る啓発。

・水質調査の実施
・結果の公表
・河川等の水質保全に関す
る啓発。

・水質調査の実施
・結果の公表
・河川等の水質保全に関す
る啓発。

年度実績

・市内4カ所で合計
10回水質検査を実施
し、結果を市ホーム
ページで公表した。

・市内4カ所で合計
10回水質検査を実施
し、結果を市ホーム
ページで公表した。

・市内4カ所で合計10回水質検
査を実施し、調査地点に類似す
る環境基準と比較し、３回基準
を超える数値が検出された。
・結果を市ホームページで公表
した。

自己評価
４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

効果

・調査地点に類似する環
境基準と比較し、2回基
準を超える数値が検出さ
れた。
・検査結果の公表によ
り、市民の関心を高め
た。

・調査地点に類似する環
境基準と比較し、３回基
準を超える数値が検出さ
れた。
・検査結果の公表によ
り、市民の関心を高め
た。

・検査結果の公表によ
り、市民の関心を高め
た。

各種公害の未然防止を図り、市民、事業者への啓発活動を実施します。

公共用水域の水質測定を継続し、結果を公表します。（水質調査事業）

河川等の水を採取し水質検査を実施し、結果を公表する。また河川等の水質保全に関する啓発を行う。

水質検査は毎年度実施しており、検査結果の公表を行っている。
今後も市ホームページで結果を公表するとともに、市民へ啓発を行い意識を高める。

年度別計画

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 健康で快適なまちの形成
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－９ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・騒音調査の実施 ・騒音調査の実施 ・騒音調査の実施 ・騒音調査の実施

年度実績

・市内３地点において自
動車騒音調査を実施し、
測定結果を市ホームペー
ジで公表した。

・市内３地点において自
動車騒音調査を実施し、
測定結果を市ホームペー
ジで公表した。

・市内３地点において自
動車騒音調査を実施し、
測定結果を市ホームペー
ジで公表した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・測定結果に騒音規制法の基準
値を超えた個所はなかった。
・測定結果を市ホームページで
公表したことにより、市民への
関心を高めた。

・測定結果に騒音規制法の基準
値を超えた個所はなかった。
・測定結果を市ホームページで
公表したことにより、市民への
関心を高めた。

・測定結果に騒音規制法の基準
値を超えた個所はなかった。
・測定結果を市ホームページで
公表したことにより、市民への
関心を高めた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出

年度別計画

行動計画

健康で快適なまちの形成

各種公害の未然防止を図り、市民、事業者への啓発活動を実施します。

自動車騒音の発生個所で騒音測定による監視を続けます。

市内の主要道路で自動車の騒音測定を行う。

騒音測定を計画的に実施するため自動車騒音常時監視調査実施計画を策定している。
この計画は５年計画で、騒音規制法の規定に基づき測定が必要な市内主要幹線道路から測定地点を選定し、調査を実施するもので
す。
引き続きこの計画のとおり調査を実施するとともに、自動車騒音の苦情が発生した場合は、随時調査を実施する。
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担当課 産業経済課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－１０ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・広報紙や特別栽培に
取り組む農業者等に対
しての事業周知

・広報紙や特別栽培に
取り組む農業者等に対
しての事業周知

・広報紙や特別栽培に
取り組む農業者等に対
しての事業周知

・広報紙や特別栽培に取り組む
農業者等に対しての事業周知
・農業者等にみどり認定の取
得、申請を周知し、積極的に促
進する。

年度実績

・特栽等に取り組む農
業者の把握や実施団体
の活動支援を行った。

・特栽等に取り組む農
業者の把握や実施団体
の活動支援を行った。

・特別栽培に取り組む
農業者の把握や実施団
体の活動支援を行っ
た。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・活動内容における指
導・助言を行い、適正
な活動を促すことがで
きた。

・活動内容における指
導・助言を行い、適正
な活動を促すことがで
きた。

・活動内容における指
導・助言を行い、適正
な活動を促すことがで
きた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 健康で快適なまちの形成

有害物質の安全管理を推進します。

環境への負荷を低減するため、農薬使用量の低減や有機肥料使用促進などの環境保全型農業を
推進します。

化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を支援
する。

現状は、市内で２団体が環境保全型農業に取り組んでいるが、認証や補助の要件等のハードルが高く、対象となる営農者が少ないた
め、支援対象となる新規の団体が少ない。

年度別計画

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－１１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・必要に応じた指導 ・必要に応じた指導 ・必要に応じた指導 ・必要に応じた指導

年度実績

・茨城県と連携し、1
施設の調査を行った。

・茨城県と連携し、1
施設の調査を行った。

・必要に応じて茨城県と
連携し、調査を行う。
・指導案件はなかった。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・指導案件はなかった。
・調査対象施設では、適
正な維持管理が確認出来
た。

・指導案件はなかった。
・調査対象施設では、適
正な維持管理が確認出来
た。

・調査対象施設では、適
正な維持管理が確認出来
た。

有害物質の安全管理を推進します。

事業者に対し化学物質の適切な使用と管理を指導します。

茨城県や関係機関と連携し、化学物質を使用する事業者に必要に応じて指導を行う。

茨城県や関係機関と連携し、化学物質を使用する事業者に、適正な使用と管理を促しているので、引き続き連携を図りながら有害物
質の安全管理を徹底させ必要な場合には指導を行う。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

循環型社会の形成 地球規模の環境対策

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－１２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

指導件数30件
（９件）

指導件数30件
（９件）

指導件数30件
（14件）

指導件数30件 指導件数30件

・野焼きに対する指導
・広報紙や市ホーム
ページ等で野焼き禁止
の周知・指導

・野焼きに対する指導
・広報紙や市ホーム
ページ等で野焼き禁止
の周知・指導

・野焼きに対する指導
・広報紙や市ホーム
ページ等で野焼き禁止
の周知・指導

・野焼きに対する指導
・広報紙や市ホーム
ページ等で野焼き禁止
の周知・指導

年度実績

・広報紙で周知啓発を
行った。
・野焼きの通報により
行為者に指導した。

・広報紙で周知啓発を
行った。
・野焼きの通報により
行為者に指導した。

・広報紙で周知啓発を
行った。
・野焼きの通報により
行為者に指導した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

効果

・広報紙による周知や
行為者へ直接指導を行
い、抑制を図れた。

・広報紙による周知や
行為者へ直接指導を行
い、抑制を図れた。

・広報紙による周知や
行為者へ直接指導を行
い、抑制を図れた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 健康で快適なまちの形成

有害物質の安全管理を推進します。

違法な野焼き行為を規制し、ダイオキシン類の発生防止に努めます。

禁止されている野外焼却（野焼き）について、法令遵守の徹底を図るよう周知を行い、行為者を特定した場合は適切な指導を行うこ
とで、ダイオキシン類の発生の抑制に努める。

野焼きによる煙害の苦情が毎年多く寄せられている。
野焼きは原則として法律で禁止されていることから、法令遵守の観点から行為者に対して近隣住民へ配慮するよう啓発、指導を図っ
ていく。

年度別計画

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－１３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・測定結果の公表 ・測定結果の公表 ・測定結果の公表 ・測定結果の公表

年度実績

・常総環境センターにお
いて測定結果を公表し
た。
・排ガス分析結果は法基
準値以下である。

・常総環境センターにお
いて測定結果を公表し
た。
・排ガス分析結果は法基
準値以下である。

・常総環境センターにお
いて測定結果を公表し
た。
・排ガス分析結果は法基
準値以下である。

自己評価
１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・法基準値以下、及び自
主基準値もクリアしてい
るため、市民の安全を確
保することができた。

・法基準値以下、及び自
主基準値もクリアしてい
るため、市民の安全を確
保することができた。

・法基準値以下、及び自
主基準値もクリアしてい
るため、市民の安全を確
保することができた。

快適な生活環境の創出 健康で快適なまちの形成

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

行動計画

有害物質の安全管理を推進します。

大気中のダイオキシン類の測定を継続し、結果を公表します。

常総環境センターと連携し、ダイオキシン類の測定結果を市民へ公表する。

常総環境センターの焼却施設から発生する粉じんなどについて、常総環境センターが年４回の定期測定を実施している。
測定結果が環境基準を超えていないか、注意深く推移を見守りつつ、測定結果を公表する。
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担当課 防災課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－１－１４ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

空間放射線量基準内の維
持100％（100%）

空間放射線量基準内の維
持100％（100％）

空間放射線量基準内の維
持100％（100％）

空間放射線量基準内の維
持100％

空間放射線量基準内の維
持100％

・定点測定
・空間放射線量のモニ
タリング

・定点測定
・空間放射線量のモニタリ
ング
・空間放射線量のモニタリ
ングを実施し測定結果を公
表する。

・定点測定
・空間放射線量のモニタリ
ング
・空間放射線量のモニタリ
ングを実施し測定結果を公
表する。

・定点測定
・空間放射線量のモニタリ
ング
・空間放射線量のモニタリ
ングを実施し測定結果を公
表する。

年度実績

・空間放射線量のモニ
タリングを実施し測定
結果を公表した。

・空間放射線量のモニ
タリングを実施し測定
結果を公表した。

・空間放射線量のモニ
タリングを実施し測定
結果を公表した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・空間放射線量が、基準
値以下であることを確認
し測定値を公表すること
で、市民の安心を確保す
ることができた。

・空間放射線量が、基準
値以下であることを確認
し測定値を公表すること
で、市民の安心を確保す
ることができた。

・空間放射線量が、基準
値以下であることを確認
し測定値を公表すること
で、市民の安心を確保す
ることができた。

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 健康で快適なまちの形成

有害物質の安全管理を推進します。

空間放射線量の測定を継続し、結果を公表します。

定点測定による空間放射線量のモニタリングを年間2回実施する。

市内全体の空間放射線量は、除染や自然減衰により徐々に下がり、除染実施計画の策定が必要な毎時0.23μ㏜以下となっている。定
点測定の頻度や測定方法について見直す必要がある。

年度別計画
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担当課 都市計画課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－２－１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・景観事前協議及び景
観届出の審査により良
好な景観を維持する

・景観事前協議及び景
観届出の審査により良
好な景観を維持する

・景観事前協議及び景
観届出の審査により良
好な景観を維持する

・景観事前協議及び景
観届出の審査により良
好な景観を維持する

年度実績

・景観計画区域内での申
請事業者との事前調整・
協議を随時実施し細かな
指導、助言を行い景観の
維持を図った。

・景観計画区域内での申
請事業者との事前調整・
協議を随時実施し細かな
指導、助言を行い景観の
維持を図った。

・景観計画区域内での申
請事業者との事前調整・
協議を随時実施し細かな
指導、助言を行い景観の
維持を図った。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・事前調整や協議により
良好な景観形成に誘導す
ることができた。

・事前調整や協議により
良好な景観形成に誘導す
ることができた。

・事前調整や協議により
良好な景観形成に誘導す
ることができた。

年度別計画

行動計画

景観計画に基づき良好な景観形成を図る。

景観計画区域に指定した地域で一定規模以上の建築などの行為を行う時は、事前協議や届出の審査を行うことで良好な景観形成を図
る。

快適な生活環境の創出 地域に調和した景観の創出

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

田園緑地景観、水辺景観、都市景観の保全と向上を図る

景観計画に基づき市全域を景観計画区域として、良好な景観形成を図る。
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担当課 都市計画課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－２－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・景観事前協議及び景
観届出の審査により良
好な景観を維持する

・景観事前協議及び景
観届出の審査により良
好な景観を維持する

・景観事前協議及び景
観届出の審査により良
好な景観を維持する

・景観事前協議及び景
観届出の審査により良
好な景観を維持する

年度実績

・景観形成重点地区内での
申請事業者との事前調整・
協議を随時実施し細かな指
導、助言を行い景観の維持
や緑化推進を図った。

・景観形成重点地区内での
申請事業者との事前調整・
協議を随時実施し細かな指
導、助言を行い景観の維持
や緑化推進を図った。

・景観形成重点地区内での
申請事業者との事前調整・
協議を随時実施し細かな指
導、助言を行い景観の維持
や緑化推進を図った。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・事前調整や協議により
良好な景観形成に誘導
し、緑化が図られた。

・事前調整や協議により
良好な景観形成に誘導
し、緑化が図られた。

・事前調整や協議により
良好な景観形成に誘導
し、緑化が図られた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 地域に調和した景観の創出

行動計画

田園緑地景観、水辺景観、都市景観の保全と向上を図る

絹の台地区及びみらい平地区を先導的な取組が期待できる地区として景観形成重点地区に指定
し、良好な景観形成を図る。

景観形成重点地区において、良好な景観を形成し、維持する。

市域全体を良好な景観を形成する区域として設定している。
重点的に良好な景観を形成する必要がある地区では、一定規模以上の建築などの行為を行う際は、事前協議や届出が必要となり、無
届出等がないよう注視している。

年度別計画
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担当課 都市計画課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－２－３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・制度の周知
・景観に関する周知

・制度の周知
・景観に関する周知

・制度の周知
・景観に関する周知

・制度の周知
・景観に関する周知

年度実績

・市ホームページや広報
紙を活用し、景観に関す
る情報発信を行った。

・市ホームページや広報
紙を活用し、景観に関す
る情報発信を行った。

・市ホームページや広報
紙を活用し、景観に関す
る情報発信を行った。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・景観に関する周知を
行うことで、まちなみ
意識の醸成を図りなが
ら、制度理解を進めて
いく。

・景観に関する周知を
行うことで、まちなみ
意識の醸成を図りなが
ら、制度理解を進めて
いく。

・景観に関する周知を
行うことで、まちなみ
意識の醸成を図りなが
ら、制度理解を進めて
いく。

行動計画

景観重要建造物・樹木に指定する重要な構造物や樹木については、広く情報を集める必要がある。
ただし、指定にあたっては、個人の財産等に制限がかかることとなり慎重な対応が必要である。
こうしたことから、今後は景観の保全と向上を目標に景観に関する周知を行い、市民へ景観制度への意識の醸成を図る。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 地域に調和した景観の創出

田園緑地景観、水辺景観、都市景観の保全と向上を図る

景観形成上、重要な構造物や樹木について「景観重要建造物・樹木」に指定し、保全、管理を
図る。

「景観重要建造物・樹木」を指定する制度を周知する。
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担当課 都市計画課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－２－４ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

違反広告物撤去４件/年
（４件/年）

違反広告物撤去４件/年
（４件/年）

違反広告物撤去４件/年
（3件/年）

違反広告物撤去４件/年 違反広告物撤去４件/年

・景観事前協議及び許可
・屋外広告物申請の審査
・違反広告物の指導・撤
去

・景観事前協議及び許可
・屋外広告物申請の審査
・違反広告物の指導・撤
去

・景観事前協議及び許可
・屋外広告物申請の審査
・違反広告物の指導・撤
去

・景観事前協議及び許可
・屋外広告物申請の審査
・違反広告物の指導・撤
去

年度実績

・景観計画区域内での申
請事業者との事前調整・
協議を随時実施し細かな
指導、助言を行った。屋
外広告物撤去を４件実施
した。

・景観計画区域内での申
請事業者との事前調整・
協議を随時実施し細かな
指導、助言を行った。屋
外広告物撤去を４件実施
した。

・景観計画区域内での申請
事業者との事前調整・協議
を随時実施し細かな指導、
助言を行った。結果、該当
件数も減少し、屋外広告物
撤去を３件実施した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・事前調整や協議により
良好な景観形成に誘導す
ることが出来た。違反広
告物の簡易撤去を行い、
良好な街の景観を維持す
る。

・事前調整や協議により
良好な景観形成に誘導す
ることができた。違反広
告物の是正指導や簡易撤
去を行い、良好な街の景
観を維持した。

・事前調整や協議により
良好な景観形成に誘導す
ることができた。違反広
告物の是正指導や簡易撤
去を行い、良好な街の景
観を維持した。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 地域に調和した景観の創出

田園緑地景観、水辺景観、都市景観の保全と向上を図る

屋外広告物の表示・掲出に関する行為について一定の制限により景観の保持を図る。

屋外広告物の行為を制限することにより景観やまちなみを保持する。

つくばみらい市景観条例や茨城県の屋外広告物条例に基づき、屋外広告物の表示・掲出に関する行為について、一定の制限により景
観やまちなみを保持していくことが重要である。
また、違反広告物により景観やまちなみが害されないよう、パトロールの強化や事業者への指導、看板撤去などを行なう必要があ
る。

行動計画

年度別計画
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担当課 都市計画課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－２－５ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・景観ガイドライン等
の情報発信や提供
・景観協定による街づ
くりのサポート

・景観ガイドライン等
の情報発信や提供
・景観協定による街づ
くりのサポート

・景観ガイドライン等
の情報発信や提供
・景観協定による街づ
くりのサポート

・景観ガイドライン等
の情報発信や提供
・景観協定による街づ
くりのサポート

年度実績

・市ホームページや広
報紙を活用し、景観に
関する情報発信を行っ
た。

・市ホームページや広
報紙を活用し、景観に
関する情報発信を行っ
た。

・市ホームページや広
報紙を活用し、景観に
関する情報発信を行っ
た。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・当市の景観事業に関
する啓発を実施した。

・広く景観事業の啓発
が図られた。

・広く景観事業の啓発
が図られた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

行動計画

快適な生活環境の創出 地域に調和した景観の創出

田園緑地景観、水辺景観、都市景観の保全と向上を図る

景観づくりに関する意識の醸成を図るため、景観街づくりに関する情報について市の市ホーム
ページ等を活用して情報の発信を行う。

市民に向けて景観まちづくりに関する情報を発信する。

つくばみらい市景観計画概要版を事業者などに配布し、景観の啓発を図っている。
また、景観に関するガイドラインについては、市ホームページ等を活用し情報発信している。
しかし、景観に対する関心は低く、意識の醸成を図っていくための取組が必要である。

年度別計画
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担当課 都市計画課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－２－６ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・各種情報提供、ポス
ター掲示

・各種情報提供、ポス
ター掲示

・各種情報提供、ポス
ター掲示

・各種情報提供、ポス
ター掲示

年度実績

・窓口において景観に関
する情報提供や資料配
布、ポスター掲示など情
報発信を行った。

・窓口において景観に関
する情報提供や資料配
布、ポスター掲示など情
報発信を行った。

・窓口において景観に関
する情報提供や資料配
布、ポスター掲示など情
報発信を行った。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・広く景観事業の啓発
を行った。

・広く景観事業の啓発
が図られた。

・広く景観事業の啓発
が図られた。

快適な生活環境の創出 地域に調和した景観の創出

田園緑地景観、水辺景観、都市景観の保全と向上を図る

景観づくりについての関心を高めるため、各種の啓発等を実施する。

行動計画

景観づくりに関する啓発等の実施

つくばみらい市景観計画概要版を事業者などに配布し、景観の啓発を図っている。
しかし、景観に対する関心は低く、意識の醸成を図っていくための取組が必要である。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート
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担当課 生涯学習課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－２－７ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・埋蔵文化財の試掘及
び発掘調査等の実施
・施設の維持管理

・埋蔵文化財の試掘及
び発掘調査等の実施
・施設の維持管理

・埋蔵文化財の試掘及
び発掘調査等の実施
・施設の維持管理

・資料調査の実施
・埋蔵文化財の試掘及
び発掘調査等の実施
・施設の維持管理

年度実績

・照会等があった案件に
ついて、埋蔵文化財の所
在確認や試掘調査等を
行った。また、不動院や
綱火保存団体などへの補
助金交付を行い、有形・
無形文化財の保全保存に
努めた。

・事業者からの照会等に
基づき、埋蔵文化財の所
在確認や試掘確認調査及
び発掘調査を行った。
・文化財保存団体等への
補助金交付を行った。

・各種イベントにおい
て、企画展示の実施や講
師派遣等を実施した。
・事業者からの照会等に
基づき、埋蔵文化財の所
在確認や試掘確認調査及
び発掘調査を行った。
・文化財保存団体等への
補助金交付を行った。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

効果

・市区域内に存在する埋
蔵文化財の保存・保護及
び有形・無形文化財等を
保全するとともに、次世
代への伝承を図ることが
できた。

・市区域内に存在する埋
蔵文化財の保存・保護及
び有形・無形文化財等を
保全するとともに、次世
代への伝承を図ることが
できた。

・市区域内に存在する埋
蔵文化財の保存・保護及
び有形・無形文化財等を
保全するとともに、次世
代への伝承を図ることが
できた。

文化財・文化遺産の保全と活用を図ります。

文化財や文化遺産の保存・保護などを行い、広く市民に紹介する。
埋蔵文化財の確認や各種調査を的確に行う。

市内の開発に伴い、試掘等の実施は微増傾向にある。また、旧町村史編纂事業の成果を受け、現在も文化財等の収集・保存・利用を
図っている。
遺物(土器等)・古文書・民具・歴史的公文書等といったさまざまな資料について、より適切な保存・公開を実現し、市の「魅力」を
広く発掘・発信することは大きな課題である。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出

行動計画

田園緑地景観、水辺空間、都市景観の保全と向上を図ります。

地域に調和した景観の創出
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担当課 住まい開発政策課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－３－１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

耐震診断件数７件
（５件）

耐震診断件数7件
（2件）

耐震診断件数7件
（4件）

耐震診断件数7件 耐震診断件数7件

・木造住宅耐震診断士
派遣事業実施（対象住
宅に戸別訪問、チラシ
配布）

・木造住宅耐震診断士派
遣事業実施（市ホーム
ページ・広報紙で周知、
対象住宅に戸別訪問、チ
ラシ配布）

・木造住宅耐震診断士派
遣事業実施（市ホーム
ページ・広報紙で周知、
対象住宅に戸別訪問、チ
ラシ配布）

・木造住宅耐震診断士派
遣事業実施（市ホーム
ページ・広報紙で周知、
対象住宅に戸別訪問、チ
ラシ配布）

年度実績

・５件実施した
（西ノ台、伊奈東、野
堀、山王新田、下島）

・2件実施した
（狸穴、小絹）

・市ホームページや広報等で周知
し、4件実施し、うち２件がR7年度
の耐震改修工事を検討中である。
（谷井田3件、押砂1件）
・令和5年度に診断を受けた住宅1件
（小絹）が改修工事を実施。

自己評価
４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

効果

・耐震診断の実施によ
り市民の地震に対する
知識の普及、啓発がで
きた。

・目標値には及ばな
かったが診断した住宅
の内1件（小絹）が次
年度耐震改修工事を実
施する予定である。

耐震診断により建物の
安全性を把握でき、必
要な補強や防災対策に
つなげる。

年度別計画

行動計画

旧耐震基準により建築された木造戸建て住宅を対象とし、木造住宅耐震診断士を派遣する。
市耐震改修促進計画では、住宅の耐震化率を95％とすることを目標としているが、費用がかかってしまうことや住んでいる方が高齢者であること
が多いため、将来性などから建て替え・改修まで繋がらないことが多く、旧耐震基準の住宅の建替え・改修が進まず、達成が厳しい状況である。
引き続き木造住宅耐震診断士派遣事業を実施し、耐震性不足と診断された建築物について、耐震補強の実施につなげることができるよう、併せて
令和３年度に補助額を拡充した耐震補強補助制度の周知を行う。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

防犯面や防災面、日常生活が安全である環境を推進します。

旧耐震基準の住宅について、無料で木造住宅耐震診断士を派遣します。（耐震診断士派遣事
業）

旧耐震基準の住宅について、無料で木造住宅耐震診断士を派遣する。

快適な生活環境の創出 安全なまちの形成
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担当課 防災課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－３－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

防犯灯LED化率93.4%
（防犯灯LED化率

94.9%）

防犯灯LED化率95%
（防犯灯LED化率

96.2％）

防犯灯LED化率96%
（防犯灯LED化率

97.1％）
防犯灯LED化率96.9% 防犯灯LED化率97.7%

・水銀灯仕様防犯灯の
LED化
・LED仕様防犯灯の
新設

・水銀灯仕様防犯灯のLED
化
・LED仕様防犯灯の新設
・５０基の水銀灯仕様防犯
灯をLED化する。

・水銀灯仕様防犯灯の
LED化
・LED仕様防犯灯の新
設

・水銀灯仕様防犯灯の
LED化
・LED仕様防犯灯の
新設

年度実績

・１０３基の水銀灯仕様
防犯灯をLED化した。

・８９基の水銀灯仕様防
犯灯をLED化した。

・３５基の水銀灯仕様防
犯灯をLED化した。

自己評価
１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

効果

・水銀灯仕様の防犯灯を
LED化することで、
CO2排出量削減を図る
ことができた。

・水銀灯仕様の防犯灯を
LED化することで、
CO2排出量削減を図る
ことができた。

・水銀灯仕様の防犯灯を
LED化することで、CO2
排出量削減を図ることが
できた。

水銀灯仕様の防犯灯は、多様な種類・組み合わせがあり、ＬＥＤ仕様へ改修する際は専門業者の現場確認を1灯ずつ事前に行う必要
がある。そのため蛍光灯仕様からの改修よりも費用が高額となり、効率的な更新を行う必要がある。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

行動計画

水銀灯仕様の防犯灯をLED仕様に切り替えを図るとともに、防犯灯を新たに設置する際はLED仕様を導入する。

快適な生活環境の創出 安全なまちの形成

防犯面や防災面、日常生活が安全である環境を推進します。

LED防犯灯の設置を推進します。
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担当課 防災課

基本目標 目標

分類

施策番号 ３－３－３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

空間放射線量基準内の維
持100％（100%）

空間放射線量基準内の維
持100％（100％）

空間放射線量基準内の維
持100％（100％）

空間放射線量基準内の維
持100％

空間放射線量基準内の維
持100％

・定点測定
・空間放射線量のモニ
タリング

・定点測定
・空間放射線量のモニタリ
ング
・空間放射線量のモニタリ
ングを実施し測定結果を公
表する。

・定点測定
・空間放射線量のモニタリ
ング
・空間放射線量のモニタリ
ングを実施し測定結果を公
表する。

・定点測定
・空間放射線量のモニタリ
ング
・空間放射線量のモニタリ
ングを実施し測定結果を公
表する。

年度実績

・空間放射線量のモニ
タリングを実施し測定
結果を公表した。

・空間放射線量のモニ
タリングを実施し測定
結果を公表した。

・空間放射線量のモニ
タリングを実施し測定
結果を公表した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・空間放射線量が、基準
値以下であることを確認
し測定値を公表すること
で、市民の安心を確保す
ることができた。

・空間放射線量が、基準
値以下であることを確認
し測定値を公表すること
で、市民の安心を確保す
ることができた。

・空間放射線量が、基準
値以下であることを確認
し測定値を公表すること
で、市民の安心を確保す
ることができた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

快適な生活環境の創出 安全なまちの形成

放射能対策を継続します。

引き続き放射線量の測定を行い、結果を公表します。

定点測定による空間放射線量のモニタリングを年間2回実施する。

市内全体の空間放射線量は、除染や自然減衰により徐々に下がり、除染実施計画の策定が必要な毎時0.23μ㏜以下となっている。定
点測定の頻度や測定方法について見直す必要がある。

行動計画

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－１－１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・公共施設里親制度の
周知、啓発

・公共施設里親制度の
周知、啓発

・公共施設里親制度の
周知、啓発

・公共施設里親制度の
周知、啓発

年度実績

・市ホームページで周
知を図った。

・市ホームページで周
知を図った。

・市ホームページで周知
を図ったことにより里親
制度の登録団体は、前年
度比で4団体増加した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・周知を図り、市民の
関心を高めることがで
きた。里親制度の登録
団体は、前年度比で1
団体増加した。

・周知を図り、市民の
関心を高めることがで
きた。里親制度の登録
団体は、前年度比で1
団体増加した。

・周知を図り、市民の
関心を高めることがで
きた。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

参画と協働 環境保全活動の支援

環境保全活動への積極的な参加を支援します。

行動計画

環境保全活動を充実させるための組織づくり、活動の活性化を推進する。

環境保全活動を推進するため、公共施設里親制度への参加促進を図る。

環境保全活動を推進していくための組織づくりを行います。

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－１－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・活動団体の紹介、啓
発

・活動団体の紹介、啓
発

・活動団体の紹介、啓
発

・活動団体の紹介、啓
発

年度実績

・公共施設里親登録団
体の活動を市ホーム
ページで紹介。

・公共施設里親登録団
体の活動を市ホーム
ページで紹介。

・公共施設里親登録団
体の活動を市ホーム
ページで紹介。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・市民の環境保全への
意識向上を図ることが
できた。

・市民の環境保全への
意識向上を図ることが
できた。

・市民の環境保全への
意識向上を図ることが
できた。

環境保全活動を実施している団体を調査し、活動内容を確認したうえで、市ホームページなどで紹介し活動の支援を行う。

環境保全活動をしている市民・団体について、活動内容を把握し市ホームページや広報紙等により紹介する。

参画と協働

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

環境保全活動を実施している市民や学校、町内会等を市の市ホームページや広報紙で紹介し、
活動を支援します。

環境保全活動の支援

環境保全活動への積極的な参加を支援します。

行動計画

年度別計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－１－３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・環境保全に関する情
報の収集、周知

・環境保全に関する情
報の収集、周知

・環境保全に関する情
報の収集、周知

・環境保全に関する情
報の収集、周知

年度実績

・市内一斉清掃の内容
を市ホームページで周
知。

・市内一斉清掃の内容
を市ホームページで周
知。

・市内一斉清掃・牛久
沼一斉清掃の内容を市
ホームページで周知。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・市民の環境保全への
意識向上を図ることが
できた。

・市民の環境保全への
意識向上を図ることが
できた。

・市民の環境保全への
意識向上を図ることが
できた。

環境保全に関する情報を収集し、市ホームページや広報紙で紹介する。

年度別計画

環境保全に関する情報を収集し、市ホームページや広報紙で紹介します。

環境保全活動の支援

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

参画と協働

行動計画

市民に環境保全への興味を持ってもらうための情報を収集し、市ホームページにより紹介することで、意識向上を図る。

環境保全活動への積極的な参加を支援します。
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－１－４ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

一斉清掃参加者数
11,200人

（参加者数未集計）

一斉清掃参加者数
11,400人

（8,510人）

一斉清掃参加者数
11,600人

（10,335人）

一斉清掃参加者数
11,800人

一斉清掃参加者数
1２,000人

・市内一斉清掃の実施
・参加者数、取組の紹介
・広報紙や市ホームペー
ジによる周知

・市内一斉清掃の実施
・参加者数、取組の紹介
・広報紙や市ホームペー
ジによる周知

・市内一斉清掃の実施
・参加者数、取組の紹介
・広報紙や市ホームペー
ジによる周知

・市内一斉清掃の実施
・参加者数、取組の紹介
・広報紙や市ホームペー
ジによる周知

年度実績

・市内一斉清掃を5月と11
月の２回実施した。新型コ
ロナウイルス感染予防対策
のため、参加者数の集計は
行わなかった。

・市内一斉清掃を5月と11
月の２回実施した。

・市内一斉清掃を5月と11
月の２回実施した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

効果

・一斉清掃を実施することによ
り市民の環境意識の向上が図れ
た。参加人数は未集計だが、感
染防止対策を行いながら多くの
市民が活動していた。

・一斉清掃を実施すること
により市民の環境意識の向
上が図れた。

・目標には達しなかったも
のの、自主的に清掃する方
も現れ、市民の環境意識の
向上に繋がった。

年2回の市内一斉清掃活動を支援・促進します。

市内一斉清掃を年に２回実施しているが、参加者数や、取組状況等を公表していないので、今後、これらの一斉清掃の状況を紹介
し、参加者の増加を図る。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

参画と協働 環境保全活動の支援

環境保全活動への積極的な参加を支援します。

行動計画

年2回の市内一斉清掃活動を支援・促進します。（一斉清掃活動支援事業）
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担当課 建設課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－１－５ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

実施回数１回
（実績値１回）

実施回数１回
（実績値０回）

実施回数１回
（実績値１回）

実施回数１回 実施回数１回

・クリーン大作戦の周
知

・クリーン大作戦の周
知

・クリーン大作戦の周
知

・クリーン大作戦の周
知

年度実績

市ホームページに掲載し
事業の周知を行った。

市ホームページに掲載し
事業の周知を行ったが、
雨天により中止を余儀な
くされた。

市ホームページに掲載し
事業の周知を行った。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

４　計画には及ばな
かった

２　計画どおり達成で
きた

効果

・参加協力者に対し情報
提供を行うことで、概ね
計画通り実施することが
できた。

・事業の周知により河川
等の環境に関する意識を
高めることができた。

・参加協力者に対し情報
提供を行うことで、概ね
計画通り実施することが
できた。

行動計画

年度別計画

鬼怒川・小貝川を対象とした「鬼怒川・小貝川クリーン大作戦」の実施

継続した清掃活動の実施により、団体の参加申し込みがあるなど、参加者は増加しており、取り組みは市民に浸透している。参加者
が増加する一方、対応する職員不足や河川区域等の駐車スペースに限りがあるなど、活動の運営に諸課題が生じている。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

参加と協働 環境保全活動の支援

環境保全活動への積極的な参加

鬼怒川・小貝川サミット会議の協賛事業を実施いたします。（クリーン大作戦）
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－１－６ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

公共施設里親登録数
16団体（19団体）

公共施設里親登録数
17団体(21団体)

公共施設里親登録数
18団体（25団体）

公共施設里親登録数
19団体

公共施設里親登録数
20団体

・里親制度参加者への
支援
・制度の周知

・里親制度参加者への
支援
・制度の周知

・里親制度参加者への
支援
・制度の周知

・里親制度参加者への
支援
・制度の周知

年度実績

・市ホームページ等で制
度周知を行い、2団体が
新規で登録した。
・ごみ袋の支給や保険の
加入など参加者への支援
を行った。

・市ホームページ等で制
度周知を行い、2団体が
新規で登録した。
・ごみ袋の支給や保険の
加入など参加者への支援
を行った。

・市ホームページ、SNS
で制度周知を行い、4団
体が新規で登録した。
・ごみ袋の支給や保険の
加入など参加者への支援
を行った。

自己評価
１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

１　計画以上に達成で
きた

効果

・制度周知を行うこと
で登録者が増加し、市
民の環境に関する関心
を高めることができ
た。

・制度周知を行うこと
で登録者が増加し、市
民の環境に関する関心
を高めることができ
た。

・制度周知を行うこと
で登録者が増加し、市
民の環境に関する関心
を高めることができ
た。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

参画と協働 環境保全活動の支援

環境保全活動への積極的な参加を支援します。

道路や公園などの環境美化活動を行う市民を支援します。（公共施設里親制度）

環境美化活動に関心のある市民を募集し、公共施設の里親として登録し活動を支援する。

年度別計画

公共施設の里親として登録者への活動を支援している。
活動に参加してもらえるよう、登録数の増加を目指し公共施設里親制度を普及させる周知を行う。

行動計画
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担当課 生涯学習課・各公民館

基本目標 目標

分類

施策番号 参－２－１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

開催回数3回/年
（開催回数６回/年）

開催回数3回/年
（開催回数5回/年）

開催回数3回/年
（開催回数3回/年）

開催回数3回/年 開催回数3回/年

・要望の把握に努め、
ニーズの多い講座を実
施できるよう企画する

・要望の把握に努め、
ニーズの多い講座を実
施できるよう企画する

・要望の把握に努め、
ニーズの多い講座を実
施できるよう企画する

・要望の把握に努め、
ニーズの多い講座を実
施できるよう企画する

年度実績

・伊奈・谷和原両公民
館の講座にて、庭木剪
定や苔玉つくり、新聞
紙で作るバッグなど8
回開催

・伊奈・谷和原両公民
館の講座にて、庭木剪
定、苔玉つくり、新聞
紙で作るバッグなど５
回開催

・伊奈・谷和原両公民
館の講座にて、庭木剪
定、馬蹄リース、新聞
紙で作るバッグなど３
回開催

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・講座内容に自然やリサ
イクルなど環境を関連付
けることで、緑化推進や
環境問題の提起につな
がった。

・講座内容に自然やリサ
イクルなど環境を関連付
けることで、緑化推進や
環境問題の提起につな
がった。

・講座内容に自然やリサ
イクルなど環境を関連付
けることで、緑化推進や
環境問題の提起につな
がった。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

行動計画

庭木の剪定やガーデニングなど、身近な緑の特性を知り、手入れすることの重要性は認識していても、自分の手で実施することは簡
単なことではないので、まずは草花や小さな植え込みなどの手入れ方法を講座を通じて紹介し、緑化を推進していく。

参画と協働 環境教育の推進

伊奈公民館、谷和原公民館及び生涯学習課において、それぞれ環境に関する講座を実施しま
す。（環境講座開催事業）

環境講座を開催し、市民の環境に対する意識を高める。

年度別計画
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担当課 生涯学習課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－２－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・講座の計画及び実施 ・講座の計画及び実施 ・講座の計画及び実施 ・講座の計画及び実施

年度実績

・わくわくチャレンジ
講座において、残り布
でマイ箸袋づくりの環
境講座を実施した。

・わくわくチャレンジ講座にお
いて、「牛乳パックをリサイク
ル　紙すきではがきを作ろう」
及び「学ぼう！TX講座」の環
境講座を実施した。

・わくわくチャレンジ講
座において、「学ぼう！
TX講座」の環境講座を実
施した。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・上記講座を実施するこ
とにより、自然環境やリ
サイクルなどの環境教育
の場を提供した。

・上記講座を実施するこ
とにより、自然環境やリ
サイクルなどの環境教育
の場を提供した。

・講座を実施することに
より、自然環境やリサイ
クルなどの環境教育の場
を提供した。

環境学習や体験学習の場や機会の充実に努めます。

小中学生に環境学習や体験学習の場や機会の充実に努める。

現在も環境学習や体験学習を実施している。体験をして初めて環境を意識する児童・生徒が多い。
今後、温暖化など環境の現状を理解できる要素を取り入れた講座の企画が必要である。
また、コロナ禍により現地での学習ができなくなることに備え、オンライン講座等での提供も検討する。

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

参画と協働 環境教育の推進

行動計画
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担当課 教育指導課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－２－３ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・新たな施設での環境学
習の実施

・環境学習の実施・情
報収集

・環境学習の実施・情
報収集

・環境学習の実施・情
報収集

年度実績

・環境に関係する新た
な施設を、関係機関な
どから情報収集を行っ
た。

・環境に関係する新た
な施設を、関係機関な
どから情報収集を行っ
た。

・環境に関係する新たな施設に
ついて、関係機関などから情報
収集を行った。
・市内の学校に県の施設から環
境学習の講師を招き、体験活動
を行った。

自己評価
３　概ね計画どおり達
成できた

３　概ね計画どおり達
成できた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・情報収集を行うこと
で、新たな環境学習の
実施可能な施設の準備
を行った。

・情報収集を行うこと
で、新たな環境学習の
実施可能な施設の準備
を行った。

・情報収集を行うこと
で、新たに環境学習の
実施可能な施設を開発
した。

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

参画と協働 環境教育の推進

環境に関する施設を見学し、環境問題について学びます。

ごみ処理施設や下水道処理施設の見学の他に、新たな環境施設等を調査し、更なる環境学習の向上を推進します。

現在の環境学習の中で訪問している主な施設は、ごみ処理施設と下水道処理施設のみとなっている。
今後においては、それ以外の環境に関する施設において、施設の見学などの環境学習が可能であるのか調査し、実施可能な施設の拡
大を図っていく。

年度別計画
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担当課 教育指導課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－２－４ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

参加回数２回/年
（2回/年）

参加回数２回/年
（2回/年）

参加回数２回/年
（2回/年）

参加回数２回/年 参加回数２回/年

・学校との協議
・市民、団体への協力
・高砂熱学との連携

・学校との協議
・市民、団体への協力
＊計画の見直しが必要
である。

・学校との協議
・市民、団体への協力

・学校との協議
・市民、団体への協力

年度実績

・ＰＴＡが主体となり
全校で年２回の奉仕作
業を実施した。

・ＰＴＡが主体となり
全校で年２回の奉仕作
業を実施した。

・ＰＴＡが主体となり
全校で年２回程度の奉
仕作業を実施した。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・概ね計画通り参加し
ていただくことができ
た。

・計画通り参加してい
ただくことができた。

・計画通り参加してい
ただくことができた。

行動計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

参画と協働 環境教育の推進

市民・事業者の協働による地域の環境美化を進めて行く組織づくりをします。

地域と学校とが協力しあい、学校敷地や身近な道路・公園などの環境美化を進めて行く事業を推進します。

現在は、地域の方々の協力のもと、奉仕作業をＰＴＡなどが主体となり、環境美化活動を行っている。
今後は、奉仕作業の他に地域の方々との協働による環境美化活動を進めていきます。

年度別計画
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担当課 生涯学習課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－２－５ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・助成制度の周知 ・助成制度の周知 ・助成制度の周知 ・助成制度の周知

年度実績

「花いっぱい運動」の
助成制度の周知を行っ
た。

「花いっぱい運動」の
助成制度の周知を行っ
た。

「花いっぱい運動」の助
成制度の周知を行った。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・助成制度の周知を通
じて花壇づくりへの関
心を高めた。

・助成制度の周知を通
じて花壇づくりへの関
心を高めた。

・助成制度の周知を通
じて花壇づくりへの関
心を高めた。

行動計画

参画と協働 環境教育の推進

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

学校や地域の花壇で草花を育成できるよう、「花いっぱい運動」（チャレンジいばらき県民運動主催）に参加することで、子どもた
ちや市民の環境美化に対する関心・意欲を高めます。

大好き茨城県民会議より、令和２年度をもって「花と緑の環境美化コンクール」を事業終了すると通達があり、目標値の設定が難し
くなった。
今後は、「花いっぱい運動」の助成制度の周知等を通じ、自主的な環境美化の協力を各校に依頼する。

年度別計画

子どもたちや市民の環境美化に対する関心・意欲を高めていきます。
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－２－６ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・市民参加型イベント
を周知し参加を促進す
る

・市民参加型イベント
を周知し参加を促進す
る

・市民参加型イベント
を周知し参加を促進す
る

・市民参加型イベント
を周知し参加を促進す
る

年度実績

・茨城県で開講するエ
コ・カレッジの情報収
集、周知

・茨城県で開講するエ
コ・カレッジの情報収
集、周知

・茨城県で開講するエ
コ・カレッジの情報収
集、周知

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・制度周知を開講前に
実施し、市民への参加
を促した。

・制度周知を開講前に
実施し、市民への参加
を促した。

・制度周知を開講前に
実施し、市民への参加
を促した。

他の市民や事業者を啓発することのできる人材を発掘、育成し、リーダーとして活躍できる機
会を増やします。

参画と協働 環境教育の推進

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

環境学習、環境保全活動のリーダーとなる人材を増やすため、市民参加型イベントへの参加を推進する。

現在は、茨城県が開催する講座「エコカレッジ」への参加を推進しているが、その他のイベントを調査し、市民参加の講座・研修な
どのイベントを紹介、周知する。

年度別計画

行動計画
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担当課 生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－３－１ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

参加戸数1,700戸
（1,669戸）

参加戸数1,750戸
（参加戸数1,685戸）

参加戸数1,800戸
（1,692戸）

参加戸数1,850戸 参加戸数1,900戸

・広報紙等による周知
啓発
・参加者の募集

・広報紙等による周知
啓発
・参加者の募集

・広報紙等による周知
啓発
・参加者の募集

・広報紙等による周知
啓発
・参加者の募集

年度実績

・広報紙でたい肥化事
業の周知啓発を行い事
業への参加を推進し
た。

広報紙等によりたい肥
化事業の周知を行い事
業への参加を推進し
た。

・広報紙等によりたい肥化
事業の周知を行い事業への
参加を推進した。
・参加世帯は前年度から7戸
増加した。

自己評価
４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

４　計画には及ばな
かった

効果

目標戸数には届かな
かったが、事業への参
加世帯が増加しリサイ
クルへの認知度が増加
した。

参加世帯は前年度から
16戸増加したが、目
標値までは増加しな
かった。

・ごみの削減と資源の
有効活用が図られた。

廃棄物処理については常総環境センターと連携し、各種事業を効率的、積極的に推進します。

年度別計画

行動計画

廃棄物処理については常総環境センターと連携し、各種事業を効率的、積極的に推進します。

現在、ゴミ処理施設は本市、取手市、守谷市、常総市で構成する一部事務組合により広域的に連携し運営している。
今後も広域運営のメリットを生かし効率的な運営を推進する。
また、生ごみのたい肥化事業への取り組みを推進し参加世帯の増加を図る。

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

参画と協働 広域的連携の強化
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担当課
上下水道課
生活環境課

基本目標 目標

分類

施策番号 参－３－２ 施策

事業

現状と課題

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標値
（実績値）

― ― ― ― ―

・各組合との連携強化 ・各組合との連携強化 ・各組合との連携強化 ・各組合との連携強化

年度実績

・継続的に連携を図っ
た。

・継続的に連携を図っ
た。

・取手地方広域下水道組
合及び常総衛生組合と継
続的に連携を図った。

自己評価
２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

２　計画どおり達成で
きた

効果

・汚水処理について、取
手地方広域下水道組合及
び常総衛生組合と継続し
て連携し、業務の効率化
を図った。

・汚水処理について、取
手地方広域下水道組合及
び常総衛生組合と継続し
て連携し、業務の効率化
を図った。

・汚水処理について、取
手地方広域下水道組合及
び常総衛生組合と継続し
て連携し、業務の効率化
を図った。

行動計画

汚水処理については取手地方広域下水道組合及び常総衛生組合と連携し、各種事業を効率的積
極的に推進します。

つくばみらい市内の取手地方広域下水道組合処理区の公共下水道整備については取手地方広域下水道組合と連携して事業を行う。
（上下水道課）
広域で構成されている組合である常総衛生組合と連携し業務の効率化を図る。（生活環境課）

広域連携の強化

現在も取手地方広域下水道組合と連携して事業を行っているので引き続き連携を維持しつつ事業を行う。（上下水道課）
常総衛生組合とは現在も連携し各種事業を行っているので今後も継続し業務の効率化を図る。（生活環境課）

年度別計画

つくばみらい市環境基本計画　実施計画施策別調査シート

広域的連携の強化

参画と協働
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